
現行「京・地域福祉推進指針」の進捗状況

重点目標１　地域における「気づき・つなぎ・支える」力の向上

推進項目１　住民同士の支え合い活動の促進 ～互いに認め合い、誰もがやりがいと喜びを感じ、いきいきと過ごせる地域づくり～

取組
項目

項目名 取組内容（概要） 令和元年度取組実績 令和２年度取組実績 令和３年度取組実績 令和４年度取組実績 令和５年度取組状況（予定） 担当局等

人権文化推進会議の開催
　人権行政の推進に関して、各局・区等が互いに連絡
し、調整を図ることにより、人権行政の円滑かつ総合的
な推進を図るため、人権文化推進会議を開催した。
（令和元年度実績：平成３１年４月２４日開催）

人権文化推進会議の開催（令和２年４月２２日開催） 人権文化推進会議の開催（令和３年４月２７日資料送付）
人権文化推進会議の開催（書面開催のため、令和４年４月２７日
資料送付）

人権文化推進会議の開催（令和５年４月２６
日開催）

文化市民局

○京都市福祉ボランティアセンターによる取組
　ほほえみ交流活動支援事業への障害者福祉施設プロ
グラムのコーディネートを実施。

○京都市福祉ボランティアセンターによる取組
　ほほえみ交流活動支援事業への障害者福祉施設プログ
ラムのコーディネートを実施。

○京都市福祉ボランティアセンターによる取組
　ほほえみ交流活動支援事業への障害者福祉施設プログ
ラムのコーディネートを実施。
　学生がボランティア活動を通して、障害のある市民に対し
て理解を深める機会とするため、当事者の方と交流できる
内容（ほほえみ広場2021学生ボランティア活動）を企画。新
型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、中止と
なったが、参加申し込みをしていた大学生にボランティア講
座を紹介。

〇京都市福祉ボランティアセンターによる取組
　「kyoto こころつながるプロジェクト」を年間を通じて実施（※）。
「一人ひとりが安心できる、開かれた居場所づくり」をテーマにし
たシンポジウムのほか、社会的なつながりが希薄で孤立している
方や障害のある方による作品展示やワークショップ等も開催し
た。
　また、ヤングケアラーや不登校・引きこもり、アルコール依存症
等、様々な生きづらさを抱えた方の声を聴き、市民の理解促進を
図るための「思いを聴く講座」を実施した（計12回開催）。
※　「kyoto こころつながるプロジェクト」の年間の取組状況（R5.3
末時点で50事業実施）

　「kyoto こころつながるプロジェクト」について
は、年間を通じた取組を一層強化する。
　また、「思いを聴く講座」の継続開催と合わ
せ、出前講座として全世代を対象とした講座
プログラムの開発・実施により、福祉教育の
取組を推進する。

保健福祉局

・企業向け人権啓発講座（障害者差別解消法）の実施
　平成30年度：発達障害に関する講演（74名）
　令和元年度：難病に関する講演（32名）

・ほほえみ交流活動支援事業（学校等と障害者団体が
協働で実施する体験交流学習等の支援）の実施
　平成30年度：56件
　令和元年度：46件

○企業向け人権啓発講座（障害者差別解消法）の実施
　※新型コロナに係る緊急事態宣言のため中止

○ほほえみ交流活動支援事業（学校等と障害者団体が協
働で実施する体験交流学習等の支援）の実施
　令和2年度：22件

○企業向け人権啓発講座
　令和4年2月10日（木）開催
　テーマ「“合理的配慮の義務化”知っていますか？」
　参加者　39名

○ほほえみ交流活動支援事業（学校等と障害者団体が協
働で実施する体験交流学習等の支援）の実施
　令和3年度：44件

○企業向け人権啓発講座
　令和5年1月27日（金）開催
　テーマ「～共生社会の実現に向けて～
　　　　　　知的障害の理解と知的障害のある人の雇用」
　参加者　19名

○ほほえみ交流活動事業（学校等と障害者団体が協働で実施す
る体験交流学習等の支援）の実施（令和4年度から委託事業化）
　令和4年度：44件

　引き続き、企業向け人権啓発講座及びほほ
えみ交流活動事業の実施を継続する。

保健福祉局

○京都市福祉ボランティアセンターによる取組
　区ボランティアセンターと連携し、市全域の福祉ボラン
ティア活動に係る総合的な支援を実施。
・ボランティアに関する相談・コーディネート：1、426件
・研修・講座：4回、参加者延べ156人

○市・区社会福祉協議会による取組
　社会福祉法に基づき、地域福祉の推進を図ることを目的
とする住民組織と社会福祉関係者から構成された民間団
体として、地域活動や相談支援活動等を実施。
・地域の絆づくり事業：見守り194学区、居場所づくり1129
学区、相談109学区

○「真のワーク・ライフ・バランス」の実践促進
　SNS等を通じて実践写真を募集するとともに、家事・育児
等への男性の参加を促進するための講座等を実施し、
「真のワーク・ライフ・バランス」の実践促進を図った。

○「真のワーク・ライフ・バランス」の「見える化」のための
広報啓発
　各種媒体やポータルサイト（京都style「真のワーク・ライ
フ・バランス」応援WEB）を活用し、「真のワーク・ライフ・バ
ランス」の推進や働き方改革、女性活躍の取組を実践す
る企業の取組等の「見える化」を図った。

○「真のワーク・ライフ・バランス」推進のための企業支援
　「真のワーク・ライフ・バランス」を積極的に推進する企業
の優れた取組を発掘し、民間媒体等を活用して好事例を
発信・共有することで波及・浸透を図るほか、国や京都府
との連携による企業向け助成制度の周知等を行った。

○京都市福祉ボランティアセンターによる取組
　区ボランティアセンターと連携し、市全域の福祉ボラン
ティア活動に係る総合的な支援を実施。
・ボランティアに関する相談・コーディネート：1,020件
・研修・講座：７回、参加者延べ249人
（いずれも平成30年度実績）

○市・区社会福祉協議会による取組
　社会福祉法に基づき、地域福祉の推進を図ることを目
的とする住民組織と社会福祉関係者から構成された民
間団体として、地域活動や相談支援活動等を実施。
・地域の絆づくり事業：見守り184学区、居場所づくり119
学区、相談99学区（平成30年度実績）

○「真のワーク・ライフ・バランス」の実践促進
　SNS等を通じて実践写真を募集するとともに、各区ふ
れあいまつり等への啓発ブース出展や、家事・育児・介
護等への男性の参加を促進するための講座等を実施
し、「真のワーク・ライフ・バランス」の実践促進を図った。
○「真のワーク・ライフ・バランス」の「見える化」のための
広報啓発
　各種媒体やポータルサイト（京都style「真のワーク・ラ
イフ・バランス」応援WEB／令和元年度中にリニューアル
を予定）を活用し、「真のワーク・ライフ・バランス」の推進
や働き方改革、女性活躍の取組を実践する企業の取組
等の「見える化」を図った。
○「真のワーク・ライフ・バランス」推進のための企業支
援
　「真のワーク・ライフ・バランス」を積極的に推進する企
業の優れた取組を発掘し、民間媒体等を活用して好事
例を発信・共有することで波及・浸透を図るほか、国や京
都府との連携による企業向け助成制度の周知等を行っ
た。

○京都市福祉ボランティアセンターによる取組
　区ボランティアセンターと連携し、市全域の福祉ボランティア活
動に係る総合的な支援を実施。
・ボランティアに関する相談・コーディネート：642件（R5.2末時点）
・研修・講座
　ボランティア振興のため　「ボランティア入門講座」の毎月開催
の他、「団体活動の運営のコツ講座（5回シリーズ）」、また中間支
援組織等を対象にした「助成金活用支援者研修」や「気になる
ケースのボランティア・コーディネ―ション講座～発達障がい編
～」等新たな講座・研修を実施。
　
○市・区社会福祉協議会による取組
　社会福祉法に基づき、地域福祉の推進を図ることを目的とする
住民組織と社会福祉関係者から構成された民間団体として、地
域活動や相談支援活動等を実施。
・地域の絆づくり事業…R2年度はコロナの影響により居場所づく
りや相談活動の実施学区社協数が半減したが、R3年度以降は
回復の傾向にある。
・区社協では、地域の子どもの居場所づくり（子ども食堂や学習
支援等）の支援を行い、コロナ禍にあっても開設数が増加してい
る（市内152カ所：R4.12末時点）。

○京都市福祉ボランティアセンターによる取組
　区ボランティアセンターと連携し、市全域の福祉ボランティ
ア活動に係る総合的な支援を実施。
・ボランティアに関する相談・コーディネート：905件
・研修・講座
　Youtubeを活用したボランティア講座（配信回数3回）
　ボランティア活動サポート講座（ボランティアサポート講座2
回、はじめてのオンラインフォローアップ講座4回、福祉施設
職員のためのオンライン会議講座1回）
　
○市・区社会福祉協議会による取組
　社会福祉法に基づき、地域福祉の推進を図ることを目的と
する住民組織と社会福祉関係者から構成された民間団体と
して、地域活動や相談支援活動等を実施。
・地域の絆づくり事業（R2実績）：見守り183学区、居場所づく
り112学区、相談102学区

引き続き、京都市福祉ボランティアセンターに
よる市全域の福祉ボランティア活動に係る総
合的な支援の実施や、市・区社会福祉協議
会による地域活動・相談支援活動の支援に
取り組む。

保健福祉局

○「真のワーク・ライフ・バランス」の実践促進
 家事・育児等への男性の参加を促進するための講座等を
実施し、「真のワーク・ライフ・バランス」の実践促進を図っ
た。

○「真のワーク・ライフ・バランス」の「見える化」のための広
報啓発
　各種媒体やポータルサイト（京都style「真のワーク・ライ
フ・バランス」応援WEB）を活用し、「真のワーク・ライフ・バラ
ンス」の推進や働き方改革、女性活躍の取組を実践する企
業の取組等の「見える化」を図った。

○「真のワーク・ライフ・バランス」推進のための企業支援
　「真のワーク・ライフ・バランス」を積極的に推進する企業
の優れた取組を発掘し、民間媒体等を活用して好事例を発
信・共有することで波及・浸透を図るほか、国や京都府との
連携による企業向け助成制度の周知等を行った。

○「真のワーク・ライフ・バランス」の実践促進
 女性活躍や男性の家事・育児参画を促進するための講座やセミ
ナー等を実施し、「真のワーク・ライフ・バランス」の実践促進を
図った。

○「真のワーク・ライフ・バランス」の「見える化」のための広報戦
略
　「真のワーク・ライフ・バランス」の推進や働き方改革、女性活躍
の取組を実践する人や企業を発掘し、各種媒体やポータルサイト
を活用した取組等の「見える化」を行うことで波及・浸透を図った。

○「真のワーク・ライフ・バランス」推進のための企業支援
企業が「真のワーク・ライフ・バランス」を推進する際に利用できる
助成制度や、社会的責任（ＣＳＲ）の一環として「真のワーク・ライ
フ・バランス」に取り組んでもらえるような実践例について、ポータ
ルサイト等により周知啓発等を行った。

文化市民局

○「真のワーク・ライフ・バランス」の実践促進
 デジタル分野等における女性活躍や男性の
家事・育児参画を促進するための講座やセミ
ナー等を実施し、「真のワーク・ライフ・バラン
ス」の実践促進を図る。

○「真のワーク・ライフ・バランス」の「見える
化」のための広報戦略
　「真のワーク・ライフ・バランス」の具体例や
エピソード、中小企業における「働き方改革」
の実践例等を、民間媒体やポータルサイトで
紹介することを通じて、具体的取組の「見える
化」を行うことで波及・浸透を図る。

互いに認め合う
地域づくりの促進

①

より多くの地域住民がボラ
ンティア活動等の地域福祉
活動に関心を持ち、参加し
てもらうとともに、ボラン
ティアグループや学区社会
福祉協議会等の活動団体の
継続した活動につながるよ
う、京都市福祉ボランティ
アセンター、市・区社会福
祉協議会等による支援活動
を促進する。

仕事と家庭生活の調和だけ
でなく、自治会やＰＴＡ等
の地域活動や社会貢献活動
に積極的に参画する「真の
ワーク・ライフ・バラン
ス」を促進することで、子
育て期、就業期から地域と
つながり、誰もが「生きが
い」と「やりがい」を持っ
て、暮らすことのできる地
域づくりを進める。

高齢者がこれまで培ってき
た知識や経験等を発揮でき
る短期的な就業機会を提供
するシルバー人材センター
事業の推進、すこやかクラ
ブ京都（京都市老人クラブ
連合会）でのボランティア
活動の推進等、元気な高齢
者が社会参加していく場を
一層促進する。

障害のある方が、自らの意
思と選択によって、社会的
活動に参加できるよう、障
害のある方への活動参加へ
の意欲を高めるための啓
発、社会的活動に参加しや
すい環境の整備、同じ障害
のある方の相談に応じるピ
アカウンセリングなど、互
いに支え合う活動を推進す
る。

地域福祉活動へ
の支援、市民参
加の促進

②

地域において主体的に進められてきた住民同士の支え合い活動を更に促進し、充実・強化することで、地域住民の「つながり」を強化し、課題に「気づき・つなぎ・支える」力の向上を図る。

地域の住民同士の支え合い活動をより一層促進し、地域のつながりを高めることで、互いに認め合い、誰もが地域から孤立せず、いきいきと安心して過ごせる地域づくりを進める。

一人ひとりの人権が尊重さ
れ、自分らしく過ごすこと
ができる地域づくりを進め
るため、引き続き各部局が
人権に関わる課題の解消に
向けて、連携して取り組
む。

子どもから高齢者まで幅広
い世代において福祉や地域
活動に対する理解が深まる
よう、福祉教育等の取組を
促進する。

（参考１）



取組
項目

項目名 取組内容（概要） 令和元年度取組実績 令和２年度取組実績 令和３年度取組実績 令和４年度取組実績 令和５年度取組状況（予定） 担当局等

　高齢者が長年にわたり培ってきた知識、経験や技術等
を十分に活かせるよう、自らの希望や能力に応じて、臨
時的・短期的な就業機会を提供するシルバー人材セン
ターに対する支援を行うことにより、高齢者の多様な生き
がいづくりや就労の推進に取り組んだ。
（令和２年３月末時点　会員数５，１８２人）

　同一地域内に住む概ね６０歳以上の方が集まり、社会
奉仕活動、教養講座開催、健康増進活動を行う老人クラ
ブに対し、活動費の一部を補助を行った。
（令和２年３月末時点　９７８クラブ）

高齢者が長年にわたり培ってきた知識、経験や技術等を
十分に活かせるよう、自らの希望や能力に応じて、臨時
的・短期的な就業機会を提供するシルバー人材センター
に対する支援を行うとともに、シルバー人材センターと連
携して受注と就業ニーズのマッチングが円滑に行われる
よう取り組んだ。
（令和３年３月末時点　会員数５，００９名）

　各老人クラブへの活動補助を通じて、各地域での高齢者
の生きがいづくり、健康づくりやボランティア活動の推進を
図った。
（令和３年３月末時点　９４８クラブ）

高齢者が長年にわたり培ってきた知識、経験や技術等を十
分に活かせるよう、自らの希望や能力に応じて、臨時的・短
期的な就業機会を提供するシルバー人材センターに対する
支援を行うとともに、シルバー人材センターと連携して受注
と就業ニーズのマッチングが円滑に行われるよう取り組ん
だ。
（令和４年３月末時点　会員数５，０４７名）

　引き続き、各老人クラブへの活動補助を通じて、各地域で
の高齢者の生きがいづくり、健康づくりやボランティア活動
の推進を図った。
（令和４年３月末時点　９０６クラブ）

高齢者が長年にわたり培ってきた知識、経験や技術等を十分に
活かせるよう、自らの希望や能力に応じて、臨時的・短期的な就
業機会を提供するシルバー人材センターに対する支援を行うとと
もに、シルバー人材センターと連携して受注と就業ニーズのマッ
チングが円滑に行われるよう取り組んだ。

（令和５年３月末時点　会員数５，０１８人）

　引き続き、各老人クラブへの活動補助を通じて、各地域での高
齢者の生きがいづくり、健康づくりやボランティア活動の推進を
図った。
（令和５年３月末時点　８７３クラブ）

高齢者が長年にわたり培ってきた知識、経験
や技術等を十分に活かせるよう、自らの希望
や能力に応じて、臨時的・短期的な就業機会
を提供するシルバー人材センターに対する支
援を行うとともに、シルバー人材センターと連
携して受注と就業ニーズのマッチングが円滑
に行われるよう取り組む。

各老人クラブへの活動補助を通じて、各地域
での高齢者の生きがいづくり、健康づくりやボ
ランティア活動の推進を図る

保健福祉局

障害のある人もない人もともに参加できるイベント「ほほ
えみ広場２０１９」を開催した。
・開催日：令和元年１０月１９日
・開催場所：梅小路公園芝生広場
・来場者数：約５、５００人

「ほほえみ広場２０２０」については、新型コロナウイルス
感染症の影響により、開催中止となった。

新型コロナウイルス感染症の影響により、イベント等の開催
を中止した。

イベント見直しにより、ほほえみ広場を廃止。
障害者週間（12/3～9）にあわせて、当事者団体等による街頭啓
発・ポスティング等を実施。

引き続き、障害者週間での啓発を実施する。 保健福祉局

― ―

○認知症サポーター活動促進事業＜新規＞
　京都市長寿すこやかセンターに、認知症の当事者・家族と
認知症サポーターを中心とした支援者を繋ぐためのコー
ディーネータ―を配置し、認知症の当事者・家族の社会参
加活動（認知症カフェ・居場所等）の支援を行った。
 また、認知症の人・家族の支援活動を希望する認知症サ
ポーターに対し、具体的な支援に携わるための知識の習得
等を目的としたステップアップ講座を開催した。
＜令和3年度＞
ステップアアップ講座：3回開催、31名受講

引き続き、京都市長寿すこやかセンターに配置したコーディネー
ターを中心に、認知症の当事者・家族の社会参加活動（認知症カ
フェ・居場所等）の支援及びステップアップ講座を開催し、認知症
の当事者・家族の声を重視した支援活動が地域の認知症サポー
ターを巻き込みながら多くの地域で展開できるよう取組を推進す
る。
＜令和4年度＞
ステップアアップ講座：2回開催、23名受講

引き続き、京都市長寿すこやかセンターに配
置したコーディネーターを中心に、認知症の
当事者・家族の社会参加活動（認知症カフェ・
居場所等）の支援及びステップアップ講座を
開催し、認知症の当事者・家族の声を重視し
た支援活動が地域の認知症サポーターを巻
き込みながら多くの地域で展開できるよう取
組を推進する。

保健福祉局

○健康づくりサポーターの養成・支援
　地域において健康づくりに関する知識や技術の普及啓
発を実践し、健康づくりの担い手として活動するボラン
ティア「健康づくりサポーター」を各区役所・支所で養成、
支援する。
【健康づくりサポーター登録者数：４２０人（平成３０年度
末）】

健康づくりサポーターの養成・支援を行った。
【サポーター登録者数：438名】

健康づくりサポーターの養成・支援を行った。
【サポーター登録者数：408名】

健康づくりサポーターの養成・支援を行った。
【サポーター登録者数：349名】

引き続き、サポーターの養成・支援を行う。
【サポーター登録者数：集計中】

保健福祉局

○いきいき筋トレ普及推進ボランティアの育成
　高齢者が転倒による骨折等で要介護状態になることを
予防するなど，介護予防に関する知識の普及推進を地
域において実践するボランティアを養成した。
【ボランティア登録者数：456名、養成者数：55名】

いきいき筋トレ普及推進ボランティアの養成・支援を行っ
た。
【ボランティア登録者数：432名、養成者数：34名】

いきいき筋トレ普及推進ボランティアの養成・支援を行った。
【ボランティア登録者数：438名、養成者数：22名】

養成したいきいき筋トレ普及推進ボランティアの活動支援を行っ
た。
また、これまでボランティアの事務局を担当していた京都市健康
づくり協会の解散（R5.3.31）に伴い、今後の事業の在り方につい
て検討を行った。
【ボランティア登録者数：341名】
※新しい事務局への移行人数

〇地域展開に強みのある長寿すこやかセン
ターを事務局とし、引き続き、ボランティアの
養成支援を行うとともに、同センターの事業と
の連携やフレイル対策の観点から事業の充
実を図る。

保健福祉局

①指導者育成事業
　ＰＴＡや家庭での指導者の養成を行うことを通じて、学
校・家庭・地域を結ぶ要であるＰＴＡ活動の振興を図り、
家庭や地域の教育力の向上に資することを目的として
実施した。
　　受講者：約３，５００名

②ＰＴＡ人権尊重街頭啓発活動実施の支援
　子どもを共に育む京都市民憲章の普及や人権尊重を
訴えるＰＴＡ人権尊重街頭啓発活動の実施を支援した。
　　日　程：令和元年１２月７日（土）
　　場　所：市内２３ブロック
　　参加者：約１，５００名

③京都市ＰＴＡフェスティバル
　ＰＴＡ会員同士の交流や各校ＰＴＡの一層の充実を図
り、親子の絆を深めることを目的に開催した。
　・第２２回京都市ＰＴＡフェスティバル
　　日　程：令和元年１２月１４日（土）
　　参加者：約５，０００名

④OK企業の認定
　父親の子育て参加に理解のある企業を「ＯＫ（Ｏ：おや
じの／Ｋ：子育て参加に理解がある）企業」として認定し、
仕事と生活と地域活動の調和（真のワーク・ライフ・バラ
ンス）を推進した。
　　ＯＫ企業登録企業数　累計：１，１１３社

①指導者育成事業
　新型コロナウイルス感染拡大防止に努めながら、ＰＴＡや
家庭での指導者の養成を行うことを通じて、学校・家庭・地
域を結ぶ要であるＰＴＡ活動の振興を図り、家庭や地域の
教育力の向上に資することを目的として実施した。

②市Ｐ連オンライン「人権学習会」の支援
　新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、これまで
の、集合しての学習会と街頭啓発活動を中止し、動画配
信にて人権尊重を訴える市Ｐ連オンライン「人権学習会」
の実施を支援した。
　日　程：令和２年１２月５日（土）配信開始
　　　　　　（ＰＴＡ会員を対象に１年間視聴可能）

③京都市ＰＴＡフェスティバル
　新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、会場で
の開催を中止し、オンラインでＰＴＡ会員同士の交流や各
校ＰＴＡの一層の充実を図り、親子の絆を深めることを目
的に開催した。
　・第２３回京都市ＰＴＡフェスティバル
　　日　程： 令和２年１２月４日（金）HP公開
　　　　　　　令和２年１２月１２日（土）YouTube配信開始
　　　　　　　令和２年１２月２０日（日）特別番組放送（ＫＢＳ
京都）

④OK企業の認定
　父親の子育て参加に理解のある企業を「ＯＫ（Ｏ：おやじ
の／Ｋ：子育て参加に理解がある）企業」として認定し、仕
事と生活と地域活動の調和（真のワーク・ライフ・バランス）
を推進した。
　　ＯＫ企業登録企業数　累計：１，１３４社

①ＰＴＡ指導者育成事業
　新型コロナウイルス感染拡大防止に努めな
がら、ＰＴＡや役員等の指導者の養成を行うこ
とを通じて、学校・家庭・地域を結ぶ要である
ＰＴＡ活動の振興を図り、家庭や地域の教育
力の向上に資することを目的として実施す
る。(令和５年度から予算措置は高P連のみ)

②市Ｐ連オンライン「人権学習会」の支援
　引き続き、動画配信にて人権尊重を訴える
市Ｐ連オンライン「人権学習会」の実施を支援
する。
　日　程：令和５年１２月２日（土）予定
　
③第４９回日本ＰＴＡ近畿ブロック研究大会
   京都市大会
　『はぐくもう「つながり」「きずな」「おもいやり」
～京からはじまる持続可能でレジリエンスの
あるＰＴＡ～』をテーマに掲げ、京都市型ＰＴＡ
の取組をアピールするとともに、各協議会間
の連携を深めることを目的とし開催。
　日　程：令和５年１２月１日（金）予定

④OK企業の認定
　父親の子育て参加に理解のある企業を「Ｏ
Ｋ（Ｏ：おやじの／Ｋ：子育て参加に理解があ
る）企業」として認定し、仕事と生活と地域活
動の調和（真のワーク・ライフ・バランス）を推
進する。

健康づくりの担い手として
活動する「健康づくりサ
ポーター」や介護予防に関
する知識の普及啓発を行う
「いきいき筋トレ普及推進
ボランティア」等の活動の
支援、高齢者の介護予防や
社会参加の促進等を目的に
学区単位で活動が展開され
ている「健康すこやか学
級」の取組の推進など、引
き続き、地域住民自ら取り
組む健康づくり・介護予防
の推進を図る。

市内１２箇所に設置してい
る地域介護予防推進セン

健康づくり・介護
予防の取組の推
進

①PTA指導者育成事業
　新型コロナウイルス感染拡大防止に努めながら、ＰＴＡや
役員等の養成を行うことを通じて、学校・家庭・地域を結ぶ
要であるＰＴＡ活動の振興を図り、家庭や地域の教育力の
向上に資することを目的として実施した。

②市Ｐ連オンライン「人権学習会」の支援
　引き続き、動画配信にて人権尊重を訴える市Ｐ連オンライ
ン「人権学習会」の実施を支援した。
　日　程：令和３年１２月４日（土）配信開始
　　　　（ＰＴＡ会員を対象に１年間視聴可能）
　
③京都市ＰＴＡフェスティバル
　会場展示とオンライン（市P連HP内にてPフェスサイト掲
載・ライブ配信）でＰＴＡ会員同士の交流や各校ＰＴＡの一層
の充実を図り、親子の絆を深めることを目的に開催した。
　・第２４回京都市ＰＴＡフェスティバル
　　日程：（PTA写真展）
　　　　　　令和３年１２月１１日（土）・１２日（日）
　　　　　　（動画発表）
　　　　　　令和３年１２月１１日（土）
　　　　　　～令和４年１月１５日（土）
　　　　　　（YouTubeライブ配信）
　　　　　　令和３年１２月１１日（土）
             ※見逃し配信
　　　　　　～令和４年１月１５日（土）まで

④OK企業の認定
　父親の子育て参加に理解のある企業を「ＯＫ（Ｏ：おやじの
／Ｋ：子育て参加に理解がある）企業」として認定し、仕事と
生活と地域活動の調和（真のワーク・ライフ・バランス）を推
進した。
ＯＫ企業登録企業数　累計：１，１３６社

①ＰＴＡ指導者育成事業
　新型コロナウイルス感染拡大防止に努めながら、ＰＴＡや役員
等の指導者の養成を行うことを通じて、学校・家庭・地域を結ぶ要
であるＰＴＡ活動の振興を図り、家庭や地域の教育力の向上に資
することを目的として実施した。(令和４年度から予算措置は幼P
連と高P連のみ)

②市Ｐ連オンライン「人権学習会」の支援
　引き続き、動画配信にて人権尊重を訴える市Ｐ連オンライン「人
権学習会」の実施を支援した。
　日　程：令和４年１２月２６日（月）配信開始
　　　　　（ＰＴＡ会員を対象に１年間視聴可能）
　
③京都市ＰＴＡフェスティバル
　ＰＴＡ会員同士の交流や各校ＰＴＡの一層の充実を図り、親子の
絆を深めることを目的に開催した。
　・第２５回京都市ＰＴＡフェスティバル
　　日　程：令和４年１２月１０日（土）11時～15時 ＠元生祥小学
校
　　　　　　 ＰＴＡ写真展、模擬店、ステージ企画（有志ステージ、講
演会、
　　　　　　 サイエンスショー）、スポーツゲーム等

④OK企業の認定
　父親の子育て参加に理解のある企業を「ＯＫ（Ｏ：おやじの／Ｋ：
子育て参加に理解がある）企業」として認定し、仕事と生活と地域
活動の調和（真のワーク・ライフ・バランス）を推進した。
　　ＯＫ企業登録企業数　累計：１，１２１社

教育委員会

③



取組
項目

項目名 取組内容（概要） 令和元年度取組実績 令和２年度取組実績 令和３年度取組実績 令和４年度取組実績 令和５年度取組状況（予定） 担当局等

○地域における健康づくり事業
　各区役所・支所において、地域の健康課題を分析し、
地域の関係機関と連携した健康教室等を実施した。
【地域における健康づくり事業（平成３０年度実績）】
  ・実施回数　１，６６８回
  ・参加人数９０，３０１人

令和２年度はすべての区役所・支所保健福祉センター共
通の重点項目として、
　①糖尿病発症予防に向けた取組
　②健康増進法改正に係る禁煙支援
　③健（検）診の受診率向上に係る取組
　を掲げ、あわせて実施することにより、本市全体の健康
課題の解決にも取り組んだ。
【実施回数及び参加人数：759回、22,312人】

令和３年度はすべての区役所・支所保健福祉センター共通
の重点項目として、
　①糖尿病発症予防に向けた取組
　②健康増進法改正に係る禁煙支援
　③健（検）診の受診率向上に係る取組
　を掲げ、あわせて実施することにより、本市全体の健康課
題の解決に取り組んだ。
【実施回数及び参加人数：808回、33,553人】

令和４年度はすべての区役所・支所保健福祉センター共通の重
点項目として、
　①糖尿病発症予防に向けた取組
　②健康増進法改正に係る禁煙支援
　③健（検）診の受診率向上に係る取組
　を掲げ、あわせて実施することにより、本市全体の健康課題の
解決に取り組んだ。
【実施回数及び参加人数：1,379回、40,087人】

引き続き、すべての区役所・支所保健福祉セ
ンター共通の重点項目として、
　①糖尿病発症予防に向けた取組
　②健康増進法改正に係る禁煙支援
　③健（検）診の受診率向上に係る取組
　を掲げ、あわせて実施することにより、本市
全体の健康課題の解決に取り組む。
【実施回数及び参加人数：集計中】

保健福祉局

○民生児童委員による取組
　民生児童委員（定数2,728人）が、高齢者や障害者、子
育て家庭等への相談・援助活動を実施。
・相談・支援件数（令和元年度実績）
   高齢者に関すること：25,673件
　 障害のある方に関すること：1,996件
　 子どもに関すること：13,189件
   その他：9,442件

○民生児童委員による取組
　民生児童委員（定数2,728人）が、高齢者や障害者、子育
て家庭等への相談・援助活動を実施。
・相談・支援件数（令和２年度実績）
   高齢者に関すること：21,242件
　 障害のある方に関すること：1,473件
　 子どもに関すること：9,777件
   その他：7,428件

○民生児童委員による取組
　民生児童委員（定数2,728人）が、高齢者や障害者、子育
て家庭等への相談・援助活動を実施。また、一部の民生児
童委員は主任児童委員（定数406人）に指名され、児童や子
育てに関わる支援を専門的に担当しており、児童及び妊産
婦等に対して行う調査・指導等の活動を行っている。
・民生児童委員相談・支援件数（令和３年度実績）
　高齢者に関すること：22,000件
　障害のある方に関すること：1,474件
　子どもに関すること：10,582件
  その他：8、447件

○民生児童委員による取組
　民生児童委員（定数2,728人）が、高齢者や障害者、子育て家庭
等への相談・援助活動を実施。また、一部の民生児童委員は主
任児童委員（定数406人）に指名され、児童や子育てに関わる支
援を専門的に担当しており、児童及び妊産婦等に対して行う調
査・指導等の活動を行っている。
・民生児童委員相談・支援件数（令和４年度実績）
　高齢者に関すること：21,596件
　障害のある方に関すること：1,127件
　子どもに関すること：6,776件
  その他：8,353件

引き続き、民生児童委員による日頃の見守
り・相談支援活動の充実に取り組む。

保健福祉局
子ども若者は
ぐくみ局

○高齢者の介護予防や社会参加の促進等を目的に学
区単位で活動が展開されている「健康すこやか学級」で
は、214学区で取組を推進するなど、地域住民自ら取り
組む健康づくり・介護予防を推進している。
○地域介護予防推進センターでは、約10,700回の介護
予防教室を開催するなど、介護予防に関する普及啓発
や地域での自主的な介護予防に関する活動の支援を
行っている。

○高齢者の介護予防や社会参加の促進等を目的に学区
単位で活動が展開されている「健康すこやか学級」では、
157学区で取組を推進するなど、地域住民自ら取り組む健
康づくり・介護予防を推進している。
○地域介護予防推進センターでは、約5,800回の介護予
防教室を開催するなど、介護予防に関する普及啓発や地
域での自主的な介護予防に関する活動の支援を行ってい
る。
○新型コロナウイルス感染症の拡大防止に配慮した介護
予防・フレイル対策の取組を推進することが重要であるこ
とから、地域介護予防推進センターにおいて感染症対策
を徹底したうえで介護予防教室を実施しているほか、京都
市情報館（ホームページ）においては「お家でもできる介護
予防の取組」として、気を付けていただきたいポイントや、
居宅で実施できる運動に関する動画などを公開している。

○高齢者の介護予防や社会参加の促進等を目的に学区単
位で活動が展開されている「健康すこやか学級」では、183
学区で取組を推進するなど、地域住民自ら取り組む健康づ
くり・介護予防を推進した。
○地域介護予防推進センターでは、約8,300回の介護予防
教室を開催するなど、介護予防に関する普及啓発や地域で
の自主的な介護予防に関する活動の支援を行った。
○新型コロナウイルス感染症の拡大防止に配慮した介護予
防・フレイル対策の取組を推進することが重要であることか
ら、地域介護予防推進センターにおいて感染症対策を徹底
したうえで介護予防教室を実施しているほか、京都市情報
館（ホームページ）においては「お家でもできる介護予防の
取組」として、気を付けていただきたいポイントや、居宅で実
施できる運動に関する動画などを公開している。

○高齢者の介護予防や社会参加の促進等を目的に学区単位で
活動が展開されている「健康すこやか学級」では、198学区で取
組推進など、地域住民自ら取り組む健康づくり・介護予防の推進
を図っている。
○市内１２箇所に設置している地域介護予防推進センターでは、
約13,300回の介護予防教室を開催するなど、介護予防に関する
普及啓発等、地域での自主的な介護予防に関する活動の支援を
行った。
○地域介護予防推進センターが関与する高齢者の「通いの場」
に対して、医療専門職が連携してフレイル対策に係る支援を行う
「フレイル対策支援事業」を全行政区で実施した。
○新型コロナウイルス感染症の拡大防止に配慮しつつ介護予防
の取組を推進した。

○高齢者の介護予防や社会参加の促進等を
目的に学区単位で活動が展開されている「健
康すこやか学級」の取組の推進など、引き続
き、地域住民自ら取り組む健康づくり・介護予
防の推進を図る。
○市内１２箇所に設置している地域介護予防
推進センターによる介護予防に関する普及啓
発等、地域での自主的な介護予防に関する
活動の支援を行う。
○令和４年度から全行政区で実施している
「フレイル対策支援事業」について、医療専門
職が関与する高齢者の「通いの場」の数を増
やすなど、フレイル対策を一層、推進する。

①市Ｐ連オンライン「人権学習会」の支援
　新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、これまで
の、集合しての学習会と街頭啓発活動を中止し、動画配
信にて人権尊重を訴える市Ｐ連オンライン「人権学習会」
の実施を支援した。
　日　程：令和２年１２月５日（土）配信開始
　　　　　　（ＰＴＡ会員を対象に１年間視聴可能）

②ＰＴＡ研修会の実施
　新型コロナウイルス感染予防に取組みながら、オンライ
ン等も活用して各単位ＰＴＡ会長・校園長等を対象とした研
修会を開催した。

③ＰＴＡホームページ、メール配信機能の利用
　引き続き、ＰＴＡホームページとメール配信機能により、
会員間で情報共有しＰＴＡ活動の活性化を図った。また、
子どもの安心安全情報等を発信することで、学校・家庭・
地域の連携をより一層強化し、子どもたちを見守り育てる
「安心・安全ネットワーク」構築を図った。

④「おやじの会」の活動の促進
　学校・幼稚園等を単位に活動する父親を中心としたサー
クルである「おやじの会」の子どもに関する様々なふれあ
い活動や地域行事等への参画を通じて、地域の子どもた
ちの健やかな育ちを促進した。
　おやじの会設置数：１５０校園

①ＰＴＡ人権尊重街頭啓発活動実施の支援
　子どもを共に育む京都市民憲章の普及や人権尊重を
訴えるＰＴＡ人権尊重街頭啓発活動の実施を支援した。
　日　程：令和元年１２月７日（土）
　場　所：市内２３ブロック
　参加者：約１，５００名

②ＰＴＡ研修会の実施
　各校種ＰＴＡ総会時等に、各単位PTA会長・校園長を対
象とした研修会を開催した。

③ＰＴＡホームページとメール配信機能の利用
　ＰＴＡホームページとメール配信機能により、会員間で
情報共有しＰＴＡ活動の活性化を図った。また、子どもの
安心安全情報等を発信することで、学校・家庭・地域の
連携をより一層強化し、子どもたちを見守り育てる「安
心・安全ネットワーク」構築を図った。

④「おやじの会」の活動の促進
　学校・幼稚園等を単位に活動する父親を中心とした
サークルである「おやじの会」の子どもに関する様々なふ
れあい活動や地域行事等への参画を通じて、地域の子
どもたちの健やかな育ちを促進した。
　おやじの会設置数：１５３校園

保健福祉局

①市Ｐ連オンライン「人権学習会」の支援
　引き続き、動画配信にて人権尊重を訴える
市Ｐ連オンライン「人権学習会」の実施を支援
する。
　日　程：令和５年１２月２日（土）予定

②ＰＴＡ研修会の実施
　新型コロナウイルス感染予防に取組みなが
ら、オンライン等も活用して各単位ＰＴＡ会長・
校園長等を対象とした研修会を開催する。

③ＰＴＡ連絡ツール「スクリレ」の利用
　単位ＰＴＡにおける連絡手段として、令和５
年度からは、より使い勝手の良い「スクリレ」
を利用（希望制）。ＰＴＡからのお知らせを保護
者に連絡する際に、有効な手段として活用
し、ＰＴＡ活動の活性化を図る。

④「おやじの会」の活動の促進
　引き続き、「おやじの会」の子どもに関する
様々なふれあい活動や地域行事等への参画
を通じて、地域の子どもたちの健やかな育ち
の促進を図る。

⑤京都「おやじの会」連絡会発足２０周年記
念事業
　連絡会発足２０周年を契機に、市内の子ど
もたちを対象とした記念事業を実施し、地域
全体で子どもを育てる機運の醸成を図る。

④

①市Ｐ連オンライン「人権学習会」の支援
　引き続き、動画配信にて人権尊重を訴える市Ｐ連オンライ
ン「人権学習会」の実施を支援した。
　日　程：令和３年１２月４日（土）配信開始
　　　　（ＰＴＡ会員を対象に１年間視聴可能）

②ＰＴＡ研修会の実施
　新型コロナウイルス感染予防に取組みながら、オンライン
等も活用して各単位ＰＴＡ会長・校園長等を対象とした研修
会を開催した。

③ＰＴＡホームページ、メール配信機能の利用
　引き続き、ＰＴＡホームページとメール配信機能により、会
員間で情報共有しＰＴＡ活動の活性化を図った。また、子ど
もの安心安全情報等を発信することで、学校・家庭・地域の
連携をより一層強化し、子どもたちを見守り育てる「安心・安
全ネットワーク」構築を図った。
　また、令和３年度から現行システムの位置づけを変更し、
ＰＴＡ未加入者もシステムに登録可能とした（全保護者が対
象）。

④「おやじの会」の活動の促進
　学校・幼稚園等を単位に活動する父親を中心としたサーク
ルである「おやじの会」の子どもに関する様々なふれあい活
動や地域行事等への参画を通じて、地域の子どもたちの健
やかな育ちを促進した。
　おやじの会設置数：１３２校園

る地域介護予防推進セン
ターによる介護予防に関す
る普及啓発等、地域での自
主的な介護予防に関する活
動の支援を行う。

保健福祉センターにおいて
は、地域の健康課題を把握
するとともに、職員が積極
的に地域に出向き、市民の
身近な場所で地域ニーズに
応じた健康づくりに関する
事業を行うことで、より多
くの地域住民の積極的な参
加に働きかけ、継続した取
組につなげていく。

①市Ｐ連オンライン「人権学習会」の支援
　引き続き、動画配信にて人権尊重を訴える市Ｐ連オンライン「人
権学習会」の実施を支援した。
　日　程：令和４年１２月２６日（月）配信開始
　　　　　（ＰＴＡ会員を対象に１年間視聴可能）

②ＰＴＡ研修会の実施
　新型コロナウイルス感染予防に取組みながら、オンライン等も
活用して各単位ＰＴＡ会長・校園長等を対象とした研修会を開催し
た。

③京都市PTA・学校幼稚園メール配信システムの利用
　引き続き、メール配信機能により、PTA・学校園・保護者間で情
報共有しＰＴＡ活動の活性化を図った。また、子どもの安心安全
情報等を発信することで、学校・家庭・地域の連携をより一層強
化し、子どもたちを見守り育てる「安心・安全ネットワーク」構築を
図った。
　また、令和４年度からメール登録料を１メールアドレス１００円か
ら１世帯あたり８０円に改定し、保護者の負担軽減を図った。

④「おやじの会」の活動の促進
　学校・幼稚園等を単位に活動する父親を中心としたサークルで
ある「おやじの会」の子どもに関する様々なふれあい活動や地域
行事等への参画を通じて、地域の子どもたちの健やかな育ちを
促進した。
　おやじの会設置数：１３１校園

教育委員会

少子化の進行、家族規模の
縮小、共働き家庭の増加な
ど多様化する社会におい
て、これまで以上に妊娠前
から子ども・若者、また子
ども・若者を養育する全て
の家庭を支えていくため、
地域住民や児童委員、地域
の子育て支援機関、学校等
との連携を深め、地域ぐる
みで子育て支援に取り組む
機運を醸成する。

子育て世代をはじめとした
若い世代が子育て支援の活
動やＰＴＡ活動等への参加
をきっかけに地域の様々な
団体とつながることで、幅
広い地域活動への参加と継
続した活動につながるとと
もに、こうした活動が循環
することにより、多くの地
域住民等が子育て支援に参
画し、地域全体で子どもの
育ち・子育てを温かく見守
り、支え合う地域づくりに
取り組んでいく。

地域における子
育て支援の推進



取組
項目

項目名 取組内容（概要） 令和元年度取組実績 令和２年度取組実績 令和３年度取組実績 令和４年度取組実績 令和５年度取組状況（予定） 担当局等

○「京都はぐくみ憲章」の実践推進
　子どもを健やかで心豊かに育む社会の実現に向けて、
大人としてどう行動すべきかを示した「京都はぐくみ憲
章」を、市民一人ひとりが「いつでも、どこでも、だれも
が、自分のこととして」実践することのできる環境づくりの
取組を展開する。
　令和元年６月に、令和元年度「行動指針」を策定し、令
和２年２月に、令和元年度京都はぐくみ憲章実践推進者
表彰式等を開催した。

○「京都はぐくみ憲章」の実践推進
　子どもを健やかで心豊かに育む社会の実現に向けて、
大人としてどう行動すべきかを示した「京都はぐくみ憲章」
を、市民一人ひとりが「いつでも、どこでも、だれもが、自分
のこととして」実践することのできる環境づくりの取組を展
開する。
令和２年６月に、令和２年度「行動指針」を策定し、令和３
年２月に、令和２年度京都はぐくみ憲章実践推進者表彰
式等を開催した。

○「京都はぐくみ憲章」の実践推進
　子どもを健やかで心豊かに育む社会の実現に向けて、大
人としてどう行動すべきかを示した「京都はぐくみ憲章」を、
市民一人ひとりが「いつでも、どこでも、だれもが、自分のこ
ととして」実践することのできる環境づくりの取組を展開して
いる。
　令和３年７月に、令和３年度「行動指針」を策定し、令和３
年１０月に、令和３年度「京都はぐくみ憲章実践推進者表
彰」被表彰者２６件を決定した。
　令和３年度から京都はぐくみ憲章実践推進者表彰は京都
市自治記念式典において表彰を行う予定であったが、コロ
ナ禍のため式典は中止となった。

○「京都はぐくみ憲章」の実践推進
　子どもを健やかで心豊かに育む社会の実現に向けて、大人とし
てどう行動すべきかを示した「京都はぐくみ憲章」を、市民一人ひ
とりが「いつでも、どこでも、だれもが、自分のこととして」実践する
ことのできる環境づくりの取組を展開している。
　令和４年７月に、令和４年度「行動指針」を策定し、令和４年１０
月に、令和４年度「京都はぐくみ憲章実践推進者表彰」被表彰者
２０件を決定し、京都市自治記念式典において表彰した。
　令和５年２月に、はぐくみ憲章の日の取組として、日頃から子ど
もを育むための活動を実践されている団体・個人との交流会（京
都はぐくみ憲章子育て応援交流会）を開催した。（参加者５６名）

○「京都はぐくみ憲章」の実践推進
　子どもを健やかで心豊かに育む社会の実現
に向けて、大人としてどう行動すべきかを示し
た「京都はぐくみ憲章」を、市民一人ひとりが
「いつでも、どこでも、だれもが、自分のことと
して」実践することのできる環境づくりの取組
を展開している。
　令和５年７月に、令和５年度「行動指針」を
策定し、令和５年度「京都はぐくみ憲章実践推
進者表彰」被表彰者３８件を決定し、令和５年
１０月に、京都市自治記念式典において表彰
予定。
　はぐくみ憲章の日の取組として、日頃から子
どもを育むための活動を実践されている団
体・個人との交流会（京都はぐくみ憲章子育
て応援交流会）を開催予定。

子ども若者は
ぐくみ局
教育委員会

○子どもネットワークの充実
　市民と行政が一体となって子育てを支えるため、全市
レベル・行政区レベル・身近な地域レベルの重層的な
「子どもネットワーク」を構築。子育てに関わる民間団体
や行政など多様な機関が連携することで、それぞれの取
組を円滑で効果的なものにするとともに、全市的な子育
て支援の風土づくりにつなげた。

市民と行政が一体となって子ども・若者を支援するために
構築した全市レベル、行政区レベル、身近な地域レベル
の３層からなるネットワークを基に、自治会・町内会、社会
福祉協議会等の関係機関との連携をより一層強化してい
くことにより、子ども・若者とその家庭を支援する取組を社
会全体で推進した。

市民と行政が一体となって子ども・若者を支援するために構
築した全市レベル、行政区レベル、身近な地域レベルの３
層からなるネットワークを基に、自治会・町内会、社会福祉
協議会等の関係機関との連携をより一層強化していくことに
より、子ども・若者とその家庭を支援する取組を社会全体で
推進した。

市民と行政が一体となって子ども・若者を支援するために構築し
た全市レベル、行政区レベル、身近な地域レベルの３層からなる
ネットワークを基に、自治会・町内会、社会福祉協議会等の関係
機関との連携をより一層強化していくことにより、子ども・若者とそ
の家庭を支援する取組を社会全体で引き続き推進した。

市民と行政が一体となって子ども・若者を支
援するために構築した全市レベル、行政区レ
ベル、身近な地域レベルの３層からなるネット
ワークを基に、自治会・町内会、社会福祉協
議会等の関係機関との連携をより一層強化し
ていくことにより、子ども・若者とその家庭を支
援する取組を社会全体で引き続き推進してい
く。

子ども若者は
ぐくみ局

市民スクール２１の取組として、女性を構成員とする全市
的な社会教育関係団体が主体となって、「地域コミュニ
ティの活性化」や「生涯学習社会の推進」などを目的に、
概ね小学校区を単位に、地域住民・地域団体の参加を
得て、福祉、子育て、環境、健康など、様々な地域の課
題解決に向けた主体的な学習と実践活動を促進した。
　令和元年度市民スクール２１参加者：約４，７００名

市民スクール２１の取組として、女性を構成員とする全市
的な社会教育関係団体が主体となって、「地域コミュニティ
の活性化」や「生涯学習社会の推進」などを目的に、概ね
小学校区を単位に、地域住民・地域団体の参加を得て、
福祉、子育て、環境、健康など、様々な地域の課題解決に
向けた主体的な学習と実践活動を促進した。
　また、令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響
で、取組み期間が短くなったとともに、参加人数の一定の
制限などの感染予防対策より、例年に比べ参加者数は減
少。
　令和２年度市民スクール２１参加者：約１，１７０名

　市民スクール２１の取組として、女性を構成員とする全市
的な社会教育関係団体が主体となって、「地域コミュニティ
の活性化」や「生涯学習社会の推進」などを目的に、概ね小
学校区を単位に、地域住民・地域団体の参加を得て、福
祉、子育て、環境、健康など、様々な地域の課題解決に向
けた主体的な学習と実践活動を促進した。
　令和３年度市民スクール２１参加者：約４，６００名

　市民スクール２１の取組として、女性を構成員とする全市的な社
会教育関係団体が主体となって、「地域コミュニティの活性化」や
「生涯学習社会の推進」などを目的に、概ね小学校区を単位に、
地域住民・地域団体の参加を得て、福祉、子育て、環境、健康な
ど、様々な地域の課題解決に向けた主体的な学習と実践活動を
促進した。
　令和４年度市民スクール２１参加者：約７，９００名

引き続き、市民スクール２１の取組として、女
性を構成員とする全市的な社会教育関係団
体が主体となって、「地域コミュニティの活性
化」や「生涯学習社会の推進」などを目的に、
概ね小学校区を単位に、地域住民・地域団体
の参加を得て、福祉、子育て、環境、健康な
ど、様々な地域の課題解決に向けた主体的
な学習と実践活動を促進する。

教育委員会

各区のコーディネーターが取組を通じて蓄積したノウハウ
等を活用し、高齢者の日常生活上の支援体制・環境整備
を充実・強化した。また、関係機関との連携を更に深め、
地域における支え合う地域づくりへの共通意識の醸成を
図った。
【令和２年９月末度実績】
　地域支え合い活動連絡会議　　　10回開催
　地域支え合い活動実務者会議   18回開催
　地域支え合い活動情報交換会   12回開催
　地域支え合い活動入門講座　　　 6回開催
（参考：令和元年度実績）
　地域支え合い活動連絡会議　　　21回開催
　地域支え合い活動実務者会議  162回開催
　地域支え合い活動情報交換会   20回開催
　地域支え合い活動入門講座　　　28回開催

○住宅関連事業者等との連携による自治会・町内会への
加入促進
　「京都市における自治会・町内会の加入促進に関する協
定」に基づき、住宅関連事業者と連携した加入促進の取
組を実施した。

○地域住民等が主体的に取り組む活動への支援
　自治会・町内会の組織運営等の課題解決に向けて、ま
ちづくりアドバイザーが、区役所・支所等と連携し、直接現
地に出向き、自治会等が抱える課題の把握や助言等を行
うなど、自治会・町内会の主体的な取組を支援した。

〇ウィズコロナ社会における地域コミュニティの「新しい地
域活動スタイル」の普及促進
　ウィズコロナ社会における地域コミュニティの「新しい地
域活動スタイル」を提唱し、感染予防をしながら安心して地
域活動に取り組んでいただくための方法・ツールを紹介す
るとともに、地域団体が行う地域コミュニティ活性化に向け
た取組への助成について、ウィズコロナ社会に即した活用
ができるよう拡充するなど、「新しい地域活動スタイル」の
普及促進を図った。

各区のコーディネーターが取組を通じて蓄積したノウハウ等を活
用し、高齢者の日常生活上の支援体制・環境整備を充実・強化し
た。また、関係機関との連携を更に深め、地域における支え合う
地域づくりへの共通意識の醸成を図った。
【令和４年度実績】
　地域支え合い活動連絡会議　　　28回開催
　地域支え合い活動実務者会議　 91回開催
　地域支え合い活動情報交換会   20回開催
　地域支え合い活動入門講座　　　27回開催
（参考：令和３年度実績）
　地域支え合い活動連絡会議　　　29回開催
　地域支え合い活動実務者会議    70回開催
　地域支え合い活動情報交換会    14回開催
　地域支え合い活動入門講座　　　23回開催

○住宅関連事業者等との連携による自治会・町内会への加入促
進
　引き続き、住宅関連事業者と連携した加入促進の取組を実施し
た。

○地域住民等が主体的に取り組む活動への支援
　引き続き、自治会・町内会の組織運営等の課題解決に向けて、
まちづくりアドバイザーが、区役所・支所等と連携し、直接現地に
出向き、自治会等が抱える課題の把握や助言等を行うなど、自
治会・町内会の主体的な取組を支援した。

〇地域におけるICTの活用支援
 地域のコミュニケーションの円滑化や負担軽減、情報共有等の
迅速化に向けて、ソフトバンク株式会社との連携協定のもと地域
の集会所等において、地域団体等を対象とした無料のスマート
フォン講座を開催した。
　また、小田急電鉄株式会社と、自治会・町内会向けSNS「いちの
いち」のデジタル回覧板機能等により、地域住民、自治会役員等
の情報共有の迅速化や効率化を実現し、生まれたゆとりや時間
を地域活動に活用いただくことで地域活性化を目指すため、協定
を締結した。

引き続き、各区のコーディネーターの活動や
地域支え合い活動調整会議での協議を通じ
て、多様な主体との連携に基づく地域特性に
応じた生活支援サービスの創出を進めるとと
もに、既存の地域資源（居場所等）のネット
ワーク化や地域の支援ニーズを踏まえた新た
な活動展開を支援していく。

○住宅関連事業者等との連携による自治会・
町内会への加入促進
　引き続き、住宅関連事業者と連携した加入
促進の取組を実施する。

○地域住民等が主体的に取り組む活動への
支援
　引き続き、自治会・町内会の組織運営等の
課題解決に向けて、まちづくりアドバイザー
が、区役所・支所等と連携し、直接現地に出
向き、自治会等が抱える課題の把握や助言
等を行うなど、自治会・町内会の主体的な取
組を支援する。

〇地域におけるICTの活用支援
 出張スマホ講座の実施や自治会町内会向け
SNS「いちのいち」の活用支援などに取り組
む。

文化市民局

保健福祉局

⑤ 地域の特性に応
じた支え合い活
動の創出

住民と関係機関・団体等が
つながり、連携・協働によ
る支え合い活動が多くの地
域で創出されるよう、高齢
分野における「地域支え合
い活動創出コーディネー
ター」の活動をはじめ、地
域住民等の主体的な新たな
支え合い活動や不足する
サービスの創出に向けた取
組を進める。

○住宅関連事業者等との連携による自治会・町内会への加
入促進
　引き続き、住宅関連事業者と連携した加入促進の取組を
実施した。

○地域住民等が主体的に取り組む活動への支援
　引き続き、自治会・町内会の組織運営等の課題解決に向
けて、まちづくりアドバイザーが、区役所・支所等と連携し、
直接現地に出向き、自治会等が抱える課題の把握や助言
等を行うなど、自治会・町内会の主体的な取組を支援した。

〇地域コミュニティにおける新しいつながり創出支援事業
  地域コミュニティにおけるスマートフォン等を活用した「新し
い地域活動スタイル」の普及・定着に向けて、地域団体のＩＣ
Ｔツールの導入・活用支援を目的とした連携協定を締結。地
域の集会所等において、地域団体等を対象とした無料のス
マートフォン講座を開催した。

各区のコーディネーターが取組を通じて蓄積したノウハウ等
を活用し、高齢者の日常生活上の支援体制・環境整備を充
実・強化した。また、関係機関との連携を更に深め、地域に
おける支え合う地域づくりへの共通意識の醸成を図った。
【令和３年度実績】
　地域支え合い活動連絡会議　　　29回開催
　地域支え合い活動実務者会議    70回開催
　地域支え合い活動情報交換会    14回開催
　地域支え合い活動入門講座　　　23回開催
（参考：令和２年度実績）
　地域支え合い活動連絡会議　　　30回開催
　地域支え合い活動実務者会議   54回開催
　地域支え合い活動情報交換会   32回開催
　地域支え合い活動入門講座　　　23回開催

　平成３０年度までの活動を通じて蓄積したノウハウ等を
効果的に活用するとともに、関係機関との連携を更に深
め、地域における支え合う地域づくりへの共通意識の醸
成を図り続けるとともに、高齢者の日常生活上の支援体
制・環境整備を充実・強化していく。
【重点取組】
　・地域のニーズと資源の見える化、問題提起
　・生活支援の担い手の養成やサービスの開発
【令和元年９月末実績】
　地域支え合い活動連絡会議　　　11回開催
　地域支え合い活動実務者会議　 89回開催
　地域支え合い活動情報交換会   12回開催
　地域支え合い活動入門講座　　　15回開催
（参考：平成30年度実績）
　地域支え合い活動連絡会議       25回開催
　地域支え合い活動実務者会議  137回開催
　地域支え合い活動情報交換会　  24回開催
　地域支え合い活動入門講座　　　 36回開催

○住宅関連事業者等との連携による自治会・町内会へ
の加入促進
　「京都市における自治会・町内会の加入促進に関する
協定」に基づき、住宅関連事業者と連携した加入促進の
取組を実施した。

○地域住民等が主体的に取り組む活動への支援
　自治会・町内会の組織運営等の課題解決に向けて、ま
ちづくりアドバイザーが、区役所・支所等と連携し、直接
現地に出向き、自治会等が抱える課題の把握や助言等
を行うなど、自治会・町内会の主体的な取組を支援し
た。

地域コミュニティの活性化
に向け、住宅関連事業者等
と連携するなど、自治会・
町内会への加入を促進し、
地域内のさまざまな団体
等、多様な主体の協働を推
進することで、お互いの顔
が見えるまちづくりを進め
る。

地域の自主的なまちづくり
活動を支援する「まちづく
りアドバイザー」や区社会
福祉協議会が連携するな
ど、地域の課題解決や地域
の活性化に向けて地域住民
等が主体的に取り組む活動
を支援することで、地域の
活動に多くの住民が積極的
に参加する地域づくりを進
める。

地域の住環境を脅かす様々
な課題が顕在化する空き家
については、地域福祉活動
の拠点等として活用するな
ど、地域、専門家、事業
者、行政が一体となった総
合的な空き家対策を推進し
ていく。

住民と観光客の安全安心が
確保され地域と調和した
「民泊」の適正な運営確保
等、持続可能な地域コミュ
ニティの実現に取り組んで
いく。

地域コミュニティ
活性化の取組と
の連携

⑥



取組
項目

項目名 取組内容（概要） 令和元年度取組実績 令和２年度取組実績 令和３年度取組実績 令和４年度取組実績 令和５年度取組状況（予定） 担当局等

○「民泊」の適正な運営確保
・平成28年4月から令和2年3月末までに本市に無許可営
業の疑いがあるとして通報があった2,633施設のうち、
99%に当たる2,629施設について営業中止等に至ってい
る。
・地域住民の「民泊」に係る不安等に対して適切な助言
等を行う「民泊」地域支援アドバイザーの派遣を実施
（派遣回数：計31回（17町内会））（事業開始（平成30年8
月）～令和2年3月末

○「民泊」の適正な運営確保
・平成28年4月から令和3年3月末までに本市に無許可営
業の疑いがあるとして通報があった2、66施設のうち、全施
設について営業中止等に至っている。
・地域住民の「民泊」に係る不安等に対して適切な助言等
を行う「民泊」地域支援アドバイザーの派遣を実施
（派遣回数：計31回（17町内会））（事業開始（平成30年8月
～令和3年3月末）

○「民泊」の適正な運営確保
・平成28年4月から令和4年3月末までに本市に無許可営業
の疑いがあるとして通報があった2、680施設のうち、99.9%に
当たる2,679施設について営業中止等に至っている。

○「民泊」の適正な運営確保
・平成28年4月から令和5年3月末までに本市に無許可営業の疑
いがあるとして通報があった2、704施設のうち、99.9%に当たる
2,703施設について営業中止等に至っている。

○「民泊」の適正な運営確保
　違法な「民泊」の根絶や不適正な「民泊」に
対する通報等への対応、既存宿泊施設への
調査など適正運営の確保に向けた取組の徹
底

保健福祉局

・障害のある当事者やその家族等からの生活上の相談
に応じている。
　令和元年度：1,271件（実績）
　平成30年度：1,591件（実績）

・障害のある当事者やその家族等からの生活上の相談に
応じている。
　令和元年度：1,271件（実績）
　令和２年度 ：1,288件（実績）

・障害のある当事者やその家族等からの生活上の相談に
応じている。
　令和２年度：　1,288件（実績）
　令和３年度：　1,356件（実績）

・障害のある当事者やその家族等からの生活上の相談に応じて
いる。
　令和３年度：　1,356件（実績）
　令和４年度：　1,115件（実績）

　引き続き、障害のある当事者やその家族等
からの生活上の相談に応じることで、福祉の
増進を図る。

保健福祉局

○本市の研修を受けた「まちの不動産屋さん」を登録し、
空き家所有者等の相談に応じる「京都市地域の空き家
相談員」：274名登録
○地域の自治組織等が主体となって空き家の発生の予
防や活用等に関する取組を行う地域：累計141学区
○一戸建て、長屋建ての空き家を活用・流通させる場合
に必要な改修費の一部を補助する「空家活用・流通支援
等補助金」：36件

[建築協定等を活用したまちづくり支援業務]
地区計画及び建築協定等の活用を検討する地域への
専門家派遣
　・コーディネーター派遣（地区計画、通年派遣） ２地区
　・コンサルタント派遣（建築協定、単回派遣） ２地区　計
２回
京都市建築協定連絡協議会の活動支援
　・事務局運営支援
　・建築協定連絡協議会支援補助金

※主に地区計画の策定を目指したまちづくりに取り組む
地域に対し、コーディネーターを派遣し、地区計画策定に
向けた合意形成の支援等を行った（２地区）。
※地域が主体となった宿泊施設の立地制限の取組支援
について、これまで市内１５地区（Ｈ２８：１地区、Ｈ２９：３
地区、Ｈ３０：６地区、Ｒ１：５地区）において、民泊を制限
する建築協定を締結している。
※上記業務の他、地区計画や建築協定の活用を検討す
る地域からの相談や出前トークの要望等があった場合
は適宜対応

○民生児童委員による取組（再掲）
　民生児童委員（定数2,728人）が、高齢者や障害者、子
育て家庭等への相談・援助活動を実施。
・相談・支援件数（令和元年度実績）
   高齢者に関すること：25,673件
　 障害のある方に関すること：1,996件
　 子どもに関すること：13,189件
   その他：9,442件

○老人福祉員による取組
　ひとり暮らし高齢者等を対象とし、老人福祉員（定数
1,472人）が訪問活動等による安否確認や相談支援を実
施。
・把握しているひとり暮らし高齢者数：44,185人
・訪問しているひとり暮らし高齢者数：32,997人
（令和元年度実績）

○学区社会福祉協議会による取組
　関係機関・団体等と連携し、地域の実情に応じた地域
福祉活動を実施。
・地域の絆づくり事業：見守り184学区、居場所づくり119
学区、相談99学区
・健康すこやか学級事業：214学区
（平成30年度実績）

○本市の研修を受けた「まちの不動産屋さん」を登録し、
空き家所有者等の相談に応じる「京都市地域の空き家相
談員」：270名登録
○地域の自治組織等が主体となって空き家の発生の予防
や活用等に関する取組を行う地域：累計142学区
○一戸建て、長屋建ての空き家を活用・流通させる場合に
必要な改修費の一部を補助する「空家活用・流通支援等
補助金」：35件

[建築協定等を活用したまちづくり支援業務]
地区計画及び建築協定等の活用を検討する地域への専
門家派遣
　・コーディネーター派遣（地区計画、通年派遣） ２地区
　・コンサルタント派遣（建築協定、単回派遣） ４地区　計８
回
京都市建築協定連絡協議会の活動支援
　・事務局運営支援
　・建築協定連絡協議会支援補助金

※上記業務の他、地区計画や建築協定の活用を検討す
る地域からの相談や出前トークの要望等があった場合は
適宜対応

○民生児童委員による取組（再掲）
　民生児童委員（定数2,728人）が、高齢者や障害者、子育
て家庭等への相談・援助活動を実施。
・相談・支援件数（令和２年度実績）
   高齢者に関すること：21,242件
　 障害のある方に関すること：1,473件
　 子どもに関すること：9,777件
   その他：7,428件

○老人福祉員による取組
　ひとり暮らし高齢者等を対象とし、老人福祉員（定数1、
472人）が訪問活動等による安否確認や相談支援を実施。
・把握しているひとり暮らし高齢者数：44,185人
・訪問しているひとり暮らし高齢者数：32,997人

○学区社会福祉協議会による取組
　関係機関・団体等と連携し、地域の実情に応じた地域福
祉活動を実施。
・地域の絆づくり事業：見守り194学区、居場所づくり129学
区、相談109学区
・健康すこやか学級事業：214学区

○民生児童委員による取組
　民生児童委員（定数2,728人）が、高齢者や障害者、子育
て家庭等への相談・援助活動を実施。
・民生児童委員相談・支援件数（令和３年度実績）
　高齢者に関すること：22,000件
　障害のある方に関すること：1,474件
　子どもに関すること：10,582件
  その他：8,447件

○老人福祉員による取組
　ひとり暮らし高齢者等を対象とし、老人福祉員（定数1、472
人）が訪問活動等による安否確認や相談支援を実施。
・把握しているひとり暮らし高齢者数：43,754人
・訪問しているひとり暮らし高齢者数：32,495人

○学区社会福祉協議会による取組
　関係機関・団体等と連携し、地域の実情に応じた地域福
祉活動を実施。
・地域の絆づくり事業（R2実績）：見守り183学区、居場所づく
り112学区、相談102学区

○民生児童委員による取組
　　民生児童委員（定数2、728人）が、高齢者や障害者、子育て
家庭等への相談・援助活動を実施。また、一部の民生児童委員
は主任児童委員（定数406人）に指名され、児童や子育てに関わ
る支援を専門的に担当しており、児童及び妊産婦等に対して行う
調査・指導等の活動を行っている。
・民生児童委員相談・支援件数（令和４年度実績）
　高齢者に関すること：21,596件
　障害のある方に関すること：1,127件
　子どもに関すること：6,776件
  その他：8,353件

○老人福祉員による取組
　ひとり暮らし高齢者等を対象とし、老人福祉員（定数1、472人）
が訪問活動等による安否確認や相談支援を実施。
・把握しているひとり暮らし高齢者数：44,180人
・訪問しているひとり暮らし高齢者数：32,382人

○学区社会福祉協議会による取組
　関係機関・団体等と連携し、地域の実情に応じた地域福祉活動
を実施。
・地域の絆づくり事業…R2年度はコロナの影響により居場所づく
りや相談活動の実施学区社協数が半減したが、R3年度以降は
回復の傾向にある。

○本市の研修を受けた「まちの不動産屋さん」を登録し、空
き家所有者等の相談に応じる「京都市地域の空き家相談
員」：247名登録
○地域の自治組織等が主体となって空き家の発生の予防
や活用等に関する取組を行う地域：累計167学区
○一戸建て、長屋建ての空き家を活用・流通させる場合に
必要な改修費の一部を補助する「空家活用・流通支援等補
助金」：31件

[建築協定等を活用したまちづくり支援業務]
地区計画及び建築協定等の活用を検討する地域への専門
家派遣
　・コーディネーター派遣（地区計画、半年以内の派遣） １地
区
　・コンサルタント派遣（建築協定、単回派遣） １地区　計３
回
京都市建築協定連絡協議会の活動支援
　・事務局運営支援
　・建築協定連絡協議会支援補助金

※上記業務の他、地区計画や建築協定の活用を検討する
地域からの相談や出前トークの要望等があった場合は適宜
対応

○本市の研修を受けた「まちの不動産屋さん」を登録し、空き家
所有者等の相談に応じる「京都市地域の空き家相談員」：281名
登録
○おしかけ講座（空き家化予防につながる出張講座）の開催等に
より、地域の自治体組織等が主体となって空き家の発生の予防
や活用等に関する取組を行う地域を拡大。：累計206学区

[地域主体のまちづくり支援業務]
地区計画及び建築協定等の活用を検討する地域への専門家派
遣
　・コーディネーター派遣（地区計画、通年派遣） ２地区
　・コンサルタント派遣（建築協定、単回派遣） ３地区　計３回
京都市建築協定連絡協議会の活動支援
　・事務局運営支援
　・建築協定連絡協議会支援補助金

※上記業務の他、地区計画や建築協定の活用を検討する地域
からの相談や出前トークの要望等があった場合は適宜対応

保健福祉局

引き続き、地域、専門家、事業者、行政が一
体となった総合的な空き家対策を推進し、空
き家の活用・流通を促進する。

[地域主体のまちづくり支援業務]
地区計画及び建築協定等の活用を検討する
地域への専門家派遣
　・コーディネーター派遣（地区計画、期間派
遣） 1年：１地区、６ヶ月：１地区、３ヶ月：１地
区
　・コーディネーター派遣（地区計画、単回派
遣）１０回
　・コンサルタント派遣（建築協定、単回派遣）
２地区　計４回
京都市建築協定連絡協議会の活動支援
　・事務局運営支援
　・建築協定連絡協議会支援補助金

※上記業務の他、地区計画や建築協定の活
用を検討する地域からの相談や出前トークの
要望等があった場合は適宜対応

引き続き、民生児童委員や老人福祉員等に
よる日頃の見守り・相談支援活動の充実に取
り組む。
また、民生児童委員や老人福祉員が、安心し
て、安定的・継続的に活動していけるよう、活
動に必要な知識や技術等の向上を支援し、
困難な課題を抱える委員の相談に応じること
で、活動の充実を図るとともに、活動への不
安や負担感等の軽減に取り組む。

都市計画局

⑦ 地域の身近な相談相手であ
る民生児童委員や老人福祉
員、障害者相談員、学区社
会福祉協議会などの日頃の
見守り・相談支援活動の充
実により、地域全体で悩み
や課題を抱えている方への
「気づき」を高めていく。
また、同じ悩みや経験を持
つ方々が集まり、解決に向
けて共に支え合う当事者組
織は、当事者ならではの目
線に立った相談・支援によ
る「気づき」や悩み等の受
け止めの場、情報共有の場
となるとともに、多様な課
題の発信源にもなる。
こうした、地域での見守
り・相談支援活動を引き続
き促進し、身近な地域で多
様な課題に「気づき」、悩
みや相談を受け止め、関係
機関・団体等と連携しなが
ら、適切な支援につなげる
地域づくりを進める。

見守り・相談支援
活動の促進



取組
項目

項目名 取組内容（概要） 令和元年度取組実績 令和２年度取組実績 令和３年度取組実績 令和４年度取組実績 令和５年度取組状況（予定） 担当局等

高齢者の居場所づくりについては、地域の住民や団体
が主体となって設置運営する「健康長寿サロン」に対し、
一定の要件を満たすものに補助金を交付し、本市ホー
ムページでその情報を公開する等の支援を行った。（平
成３０年度末時点　３３２箇所）

本市ホームページで健康長寿サロンの掲載情報を更新す
る他、サロン運営者に対して、コロナ禍における工夫した
取組の紹介など高齢者の繋がり維持確保のために必要
な情報提供を行うとともに、課題把握のためのアンケート
を実施した。

○健康長寿サロンの利用促進と新規開設の促進を目的に
本市ホームページの掲載情報をより充実した内容に更新す
るとともに、厚労省のサイトでもサロン設置情報の公表を
行った。
○コロナ禍で休止しているサロン運営者に対して、現況と再
開の意向に係る聞き取り調査を行った。
○地域介護予防推進センターや社会福祉協議会等の関係
機関等に健康長寿サロン補助制度の説明と利用促進の協
力依頼を行った。

○健康長寿サロンの利用促進と新規開設の促進を目的に、本市
及び厚労省のホームページへの掲載情報を更新した。
○コロナ禍で休止している健康長寿サロン運営者に対して、現況
と再開の意向に係る聞き取り調査を行った。
○地域介護予防推進センターや社会福祉協議会等の関係機関
等に健康長寿サロン補助制度の説明と利用促進の協力依頼を
行った。
○民生児童委員連盟に対して、健康長寿サロンの補助制度を説
明し、利用促進の協力依頼を行った。

○　本市及び厚労省のホームページや市民
しんぶん等を活用して情報発信を行うととも
に、関係機関と連携し、健康長寿サロンの新
規設置を積極的に推進する。　また、コロナの
影響等により、休止しているサロンの再開を
働きかけてまいる。

保健福祉局

地域の防災訓練において、避難所運営マニュアルに基
づく避難所運営訓練やＨＵＧ等の図上訓練、研修等を実
施した。

京都市総合防災訓練において、災害ボランティアセン
ター設置運営訓練を実施した。

地域の防災訓練において、避難所運営マニュアルに基づ
く避難所運営訓練やＨＵＧ等の図上訓練、研修等につい
て、新型コロナウイルス感染症対策を踏まえつつ実施し
た。

地域の防災訓練において、避難所運営マニュアルに基づく
避難所運営訓練やＨＵＧ等の図上訓練、研修等について、
新型コロナウイルス感染症対策を踏まえつつ実施した。

新規指定した指定避難所について、避難所運営マニュアルの早
期策定に取り組むとともに、避難所運営マニュアルに基づき、新
型コロナウイルス感染症対策を踏まえた避難所運営訓練を実施
した。

引き続き、新規指定した指定避難所につい
て、避難所運営マニュアルの早期策定に取り
組むとともに、避難所運営マニュアルに基づ
き、新型コロナウイルス感染症対策を踏まえ
た避難所運営訓練の実施に取り組む。

行財政局

○市・区災害ボランティアセンターによる取組
　災害ボランティア活動の普及啓発、情報提供、コーディ
ネーターの育成等を実施。
・令和元年台風第19号の被害に伴う、被災地支援ボラン
ティアの募集及び派遣：計3回、延べ54名のボランティア
等を派遣
・市（区）災害ボランティアセンター設置・運営訓練：8箇
所

○市・区災害ボランティアセンターによる取組
　災害ボランティア活動の普及啓発、情報提供、コーディ
ネーターの育成等を実施。
・令和元年台風第19号の被害に伴う、被災地支援ボラン
ティアの募集及び派遣：計3回、延べ54名のボランティア等
を派遣
・市（区）災害ボランティアセンター設置・運営訓練：8箇所

○市・区災害ボランティアセンターによる取組
　災害ボランティア活動の普及啓発、情報提供、コーディ
ネーターの育成等を実施。
・令和３年度「災害ボランティア入門講座」の開催
・令和３年度「京都市災害ボランティアセンター運営サポー
ター養成シンポジウム～被災者の気持ちに寄り添う活動と
は～」の開催（予定）

○市・区災害ボランティアセンターによる取組
　災害ボランティア活動の普及啓発、情報提供、コーディネーター
の育成等を実施。
・令和４年度「災害ボランティア入門講座」の開催
・令和４年度「京都市災害ボランティアセンター運営サポーター養
成講座」の開催

引き続き、市・区災害ボランティアセンターに
よる災害ボランティア活動に関する普及啓発
や人材養成、災害ボランティアセンターの設
置運営訓練等に取り組む。

文化市民局
保健福祉局

・重度障害者の個別避難計画作成等推進事業
　対象者５５名に同意書等を発送、同意者に対して順次
個別避難計画作成を開始。

○重度障害者の個別避難計画作成等推進事業
　令和元年度に引き続き、同意者１３名（令和３年１月末時
点）に対して順次個別避難計画を作成（対象地域：伏見区
本所、深草支所管内）。

○重度障害者の個別避難計画作成等推進事業
　対象地域：伏見区本所、深草支所管内（令和元年度から）
計画作成者１１名
　対象地域：右京区役所、西京区本所、洛西支所管内（令
和３年度から）計画作成者１４名

○個別避難計画作成推進事業
　単身の重度障害者のみならず、避難行動要支援者の中でも、
災害時のリスクが高く、特に支援を要する方を「優先度の高い方」
として、令和４年度から７年度にかけて個別避難計画作成に取り
組む。令和４年度は、各区役所・支所ごとに先行実施地域（又は
事業所）を選定して計画作成に取り組み、その実施内容を検証し
たうえで、令和５年度以降、個別避難計画作成推進事業を全市
で実施する。
　計画作成数（令和５年３月末時点）高齢者：３９名、障害者２８名

　令和４年度の先行実施での課題等を踏まえ
所要の見直しを行ったうえで、令和５年度以
降は全市域に事業を拡大し、要介護度、障害
支援区分の高い方から、順次、福祉専門職に
よる計画作成に取り組む。
　また、福祉専門職による計画作成対象以外
の方に対しては、御本人、御家族等による計
画作成を勧奨していく。

保健福祉局

○地域における見守り活動促進事業
　要介護高齢者や障害者等の同意を得て、見守り支援
を必要とする者の名簿を作成し、当該名簿を地域団体に
提供し情報共有を図ることで、地域団体による日頃の見
守り活動の充実を図る。
　・平成30年11月時点名簿登載者数　20,232人
　・令和元年11月時点名簿登載者数　19,038人

○地域における見守り活動促進事業
　要介護高齢者や障害者等の同意を得て、見守り支援を
必要とする方の名簿を作成し、当該名簿を地域団体に提
供して情報共有を図ることで、地域団体による日頃の見守
り活動の充実を図る。
　・令和元年11月時点名簿登載者数　19,038人
　・令和２年11月時点名簿登載者数　 17,710人

○地域における見守り活動促進事業
   平常時からの地域への個人情報の提供に係る同意取得
の割合が２０％程度で推移しており、地域において、避難行
動要支援者の把握が十分に行えないという課題があったこ
とから、令和３年１２月、「京都市避難行動要支援者名簿の
情報の提供等に関する条例」を制定し、地域への提供を拒
否した方を除く避難行動要支援者名簿を提供できる仕組み
を構築し、対象者（約７３，０００人）への意向確認等、避難
行動要支援者に係る支援体制の拡充に取り組んだ。（意向
確認の結果、同意率は約88％に増加）

　○地域における見守り活動促進事業
　新たに制定した条例に基づいて、地域への提供に拒否した方を
除く避難行動要支援者名簿を作成し、避難支援等関係者と協定
を締結したうえで当該名簿を提供した。
　　名簿登載者　73,489人（令和４年１０月１日時点）
　　　うち、地域に提供する名簿登載者　64,898人
　　協定締結団体　（令和５年３月末時点）
　　　 障害者地域生活支援センター  　　　　１５団体
　  　 障害者福祉団体　　　　　　　　　　　　　　５団体
　　　地域包括支援センター　　　　　  　　　　６１団体
　　　学区民生児童委員協議会　　　　　　　２１６団体
　　　区社会福祉協議会（名簿の管理のみ）　１１団体
　　　学区社会福祉協議会　　　　　　　　　　２１５団体
　　　学区自主防災会　　　　　　　　　　　　　　２９団体
　　　学区自治連合会　　　　　　　　　　　　　　　５団体

　引き続き、避難行動要支援者名簿に係る制
度の周知に努めるとともに、地域における活
用事例等を他の地域・団体等と共有すること
により、全市での日頃の見守り活動の充実を
図っていく。

保健福祉局

○福祉避難所に関する取組
　高齢者や障害者など、避難生活に配慮を要する方を
対象とする福祉避難所について、関係団体、社会福祉
施設等から協力を得て、事前指定施設数の拡大に取り
組んだ。
　　・令和元年12月末時点　289箇所
　　　（高齢者施設190箇所、障害者施設84箇所、
　　　　妊産婦等施設15箇所）
　また、発災時における開設・運営の実効性を高めるた
め、京都市総合防災訓練において事前指定施設と連携
し、訓練を実施した。
　さらに、福祉避難所について市民の理解、認識を深め
ていただく取組として、京都市政出前トーク等により、市
民団体等に福祉避難所についての説明を行った。

○福祉避難所に関する取組
　高齢者や障害者など、避難生活に配慮を要する方を対
象とする福祉避難所について、関係団体、社会福祉施設
等から協力を得て、事前指定施設数の拡大に取り組ん
だ。
　　・令和3年1月1日時点　292箇所
　　　（高齢者施設190箇所、障害者施設
　　　　86箇所、妊産婦等施設16箇所）
また、発災時における開設・運営の実効性を高めるため、
京都市防災訓練の実施に合わせ事前指定施設（京都ライ
トハウス）と連携し、訓練を実施した。
　さらに、福祉避難所について市民の理解、認識を深めて
いただく取組として、京都市政出前トーク等により、市民団
体等に福祉避難所についての説明を行った。

○福祉避難所に関する取組
   高齢者や障害者など、避難生活に配慮を要する方を対象
とする福祉避難所について、関係団体、社会福祉施設等か
ら協力を得て、事前指定施設数の拡大に取り組んだ。
　　・令和3年9月15日時点　297箇所
　　　（高齢者施設191箇所、障害者施設
　　　　90箇所、妊産婦等施設16箇所）
　令和３年５月、内閣府が定める「福祉避難所の確保・運営
ガイドライン」が改定されたため、福祉避難所事前指定施設
に対して指定福祉避難所の指定及び直接避難等に関する
アンケートを実施した。
　また、出前トークの実施や福祉避難所事前指定施設職員
への研修動画を公開などに取り組んだ。

　○福祉避難所に関する取組
   高齢者や障害者など、避難生活に配慮を要する方を対象とす
る福祉避難所について、関係団体、社会福祉施設等から協力を
得て、事前指定施設数の拡大に取り組んだ。
　　・令和５年３月末日時点　302箇所
　　　（高齢者施設197箇所、障害者施設
　　　　90箇所、妊産婦等施設15箇所）
　また、出前トークや福祉避難所机上訓練を実施し、市民への周
知や職員の知識の研鑽などに取り組んだ。
　　・出前トークの実施　　 ４回
　　・机上訓練の実施　　　令和５年２月２７日
　　・福祉避難所事前指定施設職員向け研修動画の作成
　　　　　　　　　　　　　　　　令和５年３月公開
　　・京都市総合防災訓練での啓発
　　　　　　　　　　　　　　　　令和４年１０月２９日

　引き続き、社会福祉施設等に対して協力を
依頼し、事前指定施設の拡大に取り組む。
　また、近年大規模な災害が立て続けに発生
していること等を踏まえ、福祉避難所の開設・
運営の実効性を高める取組として、訓練や研
修の実施手法や内容等について検討を進め
るとともに、直接避難等のあり方についても検
討を進める。

保健福祉局

○子どもの居場所づくり支援事業
　 民間団体により実施されている「子どもが安心して過
ごせるための居場所づくり」の取組が、より多くの地域で
展開されるよう、初期経費等の助成を行うとともに、取組
の立ち上げや運営に係るアドバイザーを運営団体等に
派遣し、具体的な助言を行う事業を実施している。

京都市子どもの居場所づくり支援事業補助金実績
　平成３０年度補助 ： １１団体
　令和元年度補助（予定） ： ２団体（１月末時点）

　民間団体により実施されている「子どもが安心して過ご
せるための居場所づくり」の取組が、より多くの地域で展
開されるよう、初期経費等の助成を行っている。
　また、子ども食堂等をはじめとした市内の子どもの居場
所が、より安定的かつ地域の実情に応じた創意工夫を凝
らした運営が実施できるよう、『子どもの居場所づくり「支
援の輪」サポート事業』を新たに創設し、子どもの居場所を
直接訪問し、現場を見たうえでの相談対応や、ウェブサイ
トや研修会を通じた運営ノウハウ等の底上げなどの取組
を実施している。

●京都市子どもの居場所づくり支援事業補助金実績
　平成３０年度補助 ： １１団体
　令和元年度補助　：　 ３団体
　令和２年度補助決定：２団体（R3.1月末時点）

●子どもの居場所づくり「支援の輪」サポート事業
　相談件数：138件（R2.12月末時点）

　　民間団体により実施されている「子どもが安心して過ご
せるための居場所づくり」の取組が、より多くの地域で展開
されるよう、初期経費等の助成を行っている。
　また、子ども食堂等の子どもの居場所が、支援を必要とす
る子どもや家庭を適切な機関につなぐ「気づきの窓口」とな
るよう、居場所への現地訪問や情報提供、相談支援などの
取組を行うとともに、市民や企業からの寄付を適切に寄付
先につなぐなどの支援等を行い、子どもの居場所づくりに取
り組む団体が、継続して取組を実施することができるよう支
援を行った。

●京都市子どもの居場所づくり支援事業補助金実績
平成３０年度補助 ： １１団体
令和元年度補助　：　 ３団体
令和２年度補助　 ：   ４団体
令和３年度補助　 ：　 ８団体

●子どもの居場所づくり「支援の輪」サポート事業
　相談件数：598件 ※現地訪問246件を含む

　　民間団体により実施されている「子どもが安心して過ごせるた
めの居場所づくり」の取組が、より多くの地域で展開されるよう、
初期経費等の助成を行っている。
　また、子ども食堂等の子どもの居場所が、支援を必要とする子
どもや家庭を適切な機関につなぐ「気づきの窓口」となるよう、居
場所への現地訪問や情報提供、相談支援などの取組を行うとと
もに、市民や企業からの寄付を適切に寄付先につなぐなどの支
援等を行い、子どもの居場所づくりに取り組む団体が、継続して
取組を実施することができるよう支援を行う。

●京都市子どもの居場所づくり支援事業補助金実績
令和４年度補助　：２団体（Ｒ4.12月末現在）

●子どもの居場所づくり「支援の輪」サポート事業
　相談件数：541件 ※現地訪問192件を含む（R4.12月末時点）

　民間団体により実施されている「子どもが安
心して過ごせるための居場所づくり」の取組
が、より多くの地域で展開されるよう、初期経
費等の助成を行う。
　また、子ども食堂等の子どもの居場所が、
支援を必要とする子どもや家庭を適切な機関
につなぐ「気づきの窓口」となるよう、居場所
への現地訪問や情報提供、相談支援などの
取組を行うとともに、市民や企業からの寄付
を適切に寄付先につなぐなどの支援等の充
実を行い、子どもの居場所づくりに取り組む
団体が、継続して取組を実施することができ
るよう支援を行う。
　さらに、令和５年度から子ども食堂等が行う
子どもの見守り活動に対する補助金制度を
創設する。

子ども若者は
ぐくみ局

平常時から避難所運営マ
ニュアルに基づく避難所運
営訓練の実施や福祉避難所
の円滑な運営の確保に取り
組む。

地域における見守り活動促
進事業の推進、重度障害者
等の個別避難計画の作成等
を通じて、災害時の要配慮
者の視点に立った取組の充
実を図り、要配慮者を含め
た住民の「いのち」と「暮
らし」を守る取組を進め
る。

大規模災害が発生した際、
各地から参集するボラン
ティアの活動が被災者の多
様なニーズに応じて効果的
に展開されるよう、市・区
災害ボランティアセンター
が連携し、平常時における
災害ボランティア活動の普
及啓発などに取り組む。

災害時に区ボランティアセ
ンターが速やかに設置さ
れ、有効に機能するよう、
各区の総合防災訓練と連携
した、区ボランティアセン
ターの設置・運営訓練を実
施するなど、近年発生する
自然災害といった危機に対
しても、しなやかに克服す
るまちづくり「レジリエン
ト・シティ」の構築に取り
組む。

災害時の要配慮
者への支援の充
実

⑨

⑧ 居場所の取組の
推進

「健康長寿サロン」や子ど
も食堂等をはじめとした居
場所の取組の拡充と支援に
向け、行政・関係機関・団
体等が連携しながら取り組
んでいく。



現行「京・地域福祉推進指針」の進捗状況

重点目標１　地域における「気づき・つなぎ・支える」力の向上

推進項目２　多様な活動団体が連携し、住民とともに協働の取組を推進する仕組みづくり

取組
項目

項目名 取組内容（概要） 令和元年度取組実績 令和２年度取組実績 令和３年度取組実績 令和４年度取組実績 令和５年度取組状況（予定） 担当局等

① 区地域福祉推進委員会の
取組の充実・強化

地域福祉推進委員会の取組を
更に充実・強化し、身近な地域
の課題や協働の取組を区域で共
有、発信することで、住民、関
係機関・団体等の主体的な活
動を支援し、多様な主体の協
働の取組を一層広めていく。

〇地域福祉推進委員会の機能強化及び福祉のまちづくり体制整備事業の
開始
地域の生活課題の解決に向けた協働の取組が各地域で積極的に展開され
るよう、令和元年６月から「福祉のまちづくり体制整備事業」を開始。事業を
各区の地域福祉推進委員会（１１区）に委託し、各区において、地域課題の
共有や地域福祉活動の普及啓発等を目的としたたシンポジウムの開催や、
社会福祉法人の「地域における公益的な取組」の情報収集、福祉総合マッ
プの作成等による地域資源の共有等に取り組んだ。

〇福祉のまちづくり体制整備事業
各区の地域福祉推進委員会において、新型コロナウイルス感
染症の状況を踏まえつつ、地域の実情に応じて、地域課題の把
握やコロナ禍における取組事例の共有等に取り組むととも、地
域福祉活動の普及啓発等を目的としたたシンポジウムの開催
等にあたっては、オンラインを活用した開催とするなど工夫しな
がら取り組んだ。

〇福祉のまちづくり体制整備事業
各区の地域福祉推進委員会において、新型コロナウイルス
感染症の状況を踏まえつつ、地域の実情に応じて、地域課題
の把握やコロナ禍における取組事例の共有等に取り組むと
とも、地域福祉活動の普及啓発等を目的としたたシンポジウ
ムの開催等にあたっては、オンラインを活用した開催とするな
ど工夫しながら取り組んだ。

〇福祉のまちづくり体制整備事業
各区の地域福祉推進委員会において、地域課題の把
握や多様な主体の連携事例の把握に取り組むととも
に、シンポジウムの開催、冊子作成等を通じ、地域課題
の解決に向けた関係機関の連携事例の共有や地域福
祉活動の普及啓発等に取り組んだ。

引き続き、区域の幅広い関係者が取組の
ノウハウ等を共有すること等を通じて、地
域課題の解決に向けた協働の取組が各
地域で積極的に展開されるよう取り組ん
でいく。

保健福祉局

〇地域福祉推進委員会の機能強化及び福祉のまちづくり体制整備事業の
開始（再掲）
地域の生活課題の解決に向けた協働の取組が各地域で積極的に展開され
るよう、令和元年６月から「福祉のまちづくり体制整備事業」を開始。事業を
各区の地域福祉推進委員会（１１区）に委託し、各区において、地域課題の
共有や地域福祉活動の普及啓発等を目的としたたシンポジウムの開催や、
社会福祉法人の「地域における公益的な取組」の情報収集、福祉総合マッ
プの作成等による地域資源の共有等に取り組んだ。

〇福祉のまちづくり体制整備事業
各区の地域福祉推進委員会において、新型コロナウイルス感
染症の状況を踏まえつつ、地域の実情に応じて、地域課題の把
握やコロナ禍における取組事例の共有等に取り組むととも、地
域福祉活動の普及啓発等を目的としたたシンポジウムの開催
等にあたっては、オンラインを活用した開催とするなど工夫しな
がら取り組んだ。

〇福祉のまちづくり体制整備事業
各区の地域福祉推進委員会において、新型コロナウイルス
感染症の状況を踏まえつつ、地域の実情に応じて、地域課題
の把握やコロナ禍における取組事例の共有等に取り組むと
とも、地域福祉活動の普及啓発等を目的としたたシンポジウ
ムの開催等にあたっては、オンラインを活用した開催とするな
ど工夫しながら取り組んだ。

〇福祉のまちづくり体制整備事業
各区の地域福祉推進委員会において、地域課題の把
握や多様な主体の連携事例の把握に取り組むととも
に、シンポジウムの開催、冊子作成等を通じ、地域課題
の解決に向けた関係機関の連携事例の共有や地域福
祉活動の普及啓発等に取り組んだ。

引き続き、区域の幅広い関係者が取組の
ノウハウ等を共有すること等を通じて、地
域課題の解決に向けた協働の取組が各
地域で積極的に展開されるよう取り組ん
でいく。

保健福祉局

○取組事例の集約
　本市所管の社会福祉法人による「地域における公益的な取組」の実践事
例について募集し、令和２年１月に、市ホームページにおいて掲載・紹介し
た。

引き続き、本市所管の社会福祉法人による「地域における公益
的な取組」の実践事例について、市ホームページにおいて掲
載・紹介している。

引き続き、社会福祉施設の地域活動への参画が各地域にお
いて積極的に展開されるよう、市ホームページにおいて掲載
している実践事例を踏まえ、関係団体や市・区社会福祉協議
会等との連携のもと、取り組んだ。

市ホームページにおいて掲載している実践事例に加
え、国において作成された社会福祉法人の生活困窮者
等に対する「地域における公益的な取組」好事例集の
周知を図り、関係団体や市・区社会福祉協議会等との
連携のもと、社会福祉施設の地域活動への参画が積
極的に展開されるよう、取り組んだ。

引き続き、関係団体や市・区社会福祉協
議会等との連携のもと、取組事例をはじ
めとしたきめ細やかな情報共有や必要な
助言等の支援を行い、社会福祉施設の地
域活動への参画が積極的に展開されるよ
う、取り組んでいく。

保健福祉局

〇「文化芸術による共生社会実現に向けた基盤づくり事業」において、ＨＡＰ
Ｓと連携しモデル事業及び事例調査に加え、芸術家等が社会課題へアプ
ローチする際や、福祉施設等が文化芸術の取組に着手しようとする際の相
談事業の実施に向け、検討を進めている。

〇「文化芸術による共生社会実現に向けた基盤づくり事業」に
おいてＨＡＰＳと連携しモデル事業及び事例調査及び普及啓発
講座の実施に加え、芸術家等が社会課題へアプローチする際
や、福祉施設等が文化芸術の取組に着手しようとする際の相
談事業「Social Work / Art Conference（SW/AC）」を開始するな
ど、社会課題や困難の緩和につなげ、共生社会を実現するた
めの基盤づくりに引き続き取り組んだ。

〇「文化芸術による共生社会実現に向けた基盤づくり事業」
において、ＨＡＰＳと連携しモデル事業及び事例調査、普及啓
発講座に加え、芸術家等が社会課題へアプローチする際や、
福祉施設等が文化芸術の取組に着手しようとする際の相談
事業「Social Work / Art Conference（SW/AC）」の実施などに
より、社会課題や困難の緩和につなげ、共生社会を実現する
ための基盤づくりに取り組んだ。

〇「文化芸術による共生社会実現に向けた基盤づくり
事業」において、ＨＡＰＳと連携しモデル事業及び普及
啓発講座に加え、芸術家等が社会課題へアプローチす
る際や、福祉施設等が文化芸術の取組に着手しようと
する際の相談事業「Social Work / Art Conference
（SW/AC）」の実施などにより、社会課題や困難の緩和
につなげ、共生社会を実現するための基盤づくりに取り
組んだ。
〇ＨＡＰＳにおいて、文化庁の「障害者等による文化芸
術活動推進事業」を受託し、公立美術館における障害
者等による文化芸術活動を推進させるコア人材のコミュ
ニティ形成を軸とした基盤づくりに取り組んだ。

〇引き続き「文化芸術による共生社会実
現に向けた基盤づくり事業」において、ＨＡ
ＰＳと連携しモデル事業及び普及啓発講
座に加え、芸術家等が社会課題へアプ
ローチする際や、福祉施設等が文化芸術
の取組に着手しようとする際の相談事業
「Social Work / Art Conference
（SW/AC）」の実施などにより、社会課題
や困難の緩和につなげ、共生社会を実現
するための基盤づくりに取り組む。
〇引き続き、ＨＡＰＳにおいて、文化庁の
「障害者等による文化芸術活動推進事
業」を受託し、公立美術館における障害者
等による文化芸術活動を推進させるコア
人材のコミュニティ形成を軸とした基盤づ
くりに取り組む。

文化市民局

地域において主体的に進められてきた住民同士の支え合い活動を更に促進し、充実・強化することで、地域住民の「つながり」を強化し、課題に「気づき・つなぎ・支える」力の向上を図る。

社会福祉施設や企業、ＮＰＯ、大学等、多様な機関・団体が地域住民とともに地域の活動に参画し取り組むことで、地域における支え合い活動の充実・強化を図る。

○～ひとごとではなく、「自分ごと」、「みんなごと」として市民・
行政が協働！～
“みんなごと”のまちづくり推進事業
取組提案数合計436件
〇～みんなごと”のＳＤＧｓ、レジリエント・シティ推進事業「つ
ながり促進プログラム」～「X Cross Sector Kyoto（クロスセク
ター京都）」
企業、ＮＰＯ、市民団体、大学、行政等、あらゆるセクターから
参加を得て、社会課題・地域課題を共有し、新たな行動を生
み出していくため、ワークショップ等の手法を活用した実践型
のオンラインセッション（小グループに分かれての対話）等を
行い、社会課題・地域課題の解決に向けた取組を実施した。

第１回　全体セッション　R3.9.8（水）　37名
　○テーマ　共創の実現に向けた思考法とは
第２回　全体セッション　R3.9.15（水）　36名
　○テーマ　先進的な事例/取り組むテーマの共有
第３回　全体セッション　R3.9.22（水）　33名
　○テーマ　プログラムを通じて実現したいことは？
第4回　全体セッション　R3.9.29（水）　33名
　○テーマ　取り組むテーマとチームづくり
第5回　全体セッション　R3.10.20（水）　27名
　○テーマ　活動のテーマ共有と、課題設定の手法
第6回　全体セッション　R3.11.10（水）　30名
　○テーマ　アドバイザーによるフィードバック
第7回　全体セッション　R3.11.24（水）　31名
　○テーマ　チームの取組を拡げる
第8回　全体セッション　R3.12.15（水）　32名
　○テーマ　多様なレビュアーによるフィードバック
全8回のオンラインセッションを終え、6つのプロジェクトが始
動。

Ｒ4.2.26（土）には、6つのプロジェクトチームの活動報告及び
新たにオンラインを活かして実践を続けてきたゲストをお招き
した交流会を実施した。

○～ひとごとではなく、「自分ごと」、「みんなごと」として
市民・行政が協働！～
“みんなごと”のまちづくり推進事業
取組提案数合計452件
○～みんなごと”のＳＤＧｓ、レジリエント・シティ推進事
業「つながり促進プログラム」～「まちづくりインターンプ
ログラム」
人生100年時代を迎え、充実したセカンドライフを過ごせ
るよう生涯にわたって活躍できる場を創出するととも
に、地域を過ごしやすく活力あるものにする市民の自主
的な活動、いわゆるまちづくり活動を広めることを目的
に、概ね50歳以上の方々にセカンドライフを充実させる
ヒントを伝えつつまちづくり活動の興味・関心を高めるプ
ログラムを実施した。

第1回　 9月3日（土） 参加者：11名
第2回　10月1日（土） 参加者： 9名
第3回　 1月31日（火）参加者：26名（本市職員研修）
第4回　 2月4日（土） 参加者：24名

総合企画局

福祉分野に限らず、地域企業や
ＮＰＯ、大学、寺社等の京都
ならではの多様な主体と地域
住民等との協働の推進や、文
化芸術活動との連携等、分野
を超えて多様な主体がつなが
り、地域活動に多くの方々が
関心を持ち、活動に参画する
地域づくりを進める。

多様な主体の参画によるま
ちづくりの推進

地域課題の解決に向けた住民と
社会福祉施設との協働の取組
等、「地域における公益的な
取組」の先進的な取組事例を
集約し、各区の地域福祉推進委
員会の活動等を通じて共有を図
る等により、社会福祉施設の地
域活動への参画が各地域にお
いて積極的に展開されるよ
う、関係団体や市・区社会福
祉協議会等との連携のもと、
取り組んでいく。

社会福祉施設との協働によ
る地域づくりの推進

②

③

○～ひとごとではなく、「自分ごと」、「みん
なごと」として市民・行政が協働！～
“みんなごと”のまちづくり推進事業
広く市民の皆様から、京都がもっとよくな
る、もっと住みやすくなる、まちづくりの取
組提案を募集し、「まちづくり・お宝バンク」
に登録・公開するとともに、提案の実現や
市政への反映に向け、多彩な市民力・地
域力を活かしたきめ細かなサポートを実
施する。

○～ひとごとではなく、「自分ごと」、「みんなごと」として市民・行政が協働！
～
“みんなごと”のまちづくり推進事業
取組提案数合計350件
〇～“みんなごと”のまちづくり推進事業「つながり促進プログラム」～「X
Cross Sector Kyoto（クロスセクター京都）」

企業、ＮＰＯ、市民団体、大学、行政等、あらゆるセクターから参加を得て、
社会課題・地域課題を共有し、新たな行動を生み出していくため、ワーク
ショップ等の手法を活用した実践型のセッション（小グループに分かれての
対話）等を行い、社会課題・地域課題の解決に向けた取組実践を試行し
た。

第１回　全体セッション　R1.9.28（土）　22名
　○テーマ　つながりから、新たな価値を生み出すには
第２回　全体セッション　R1.11.9（土）　29名
　 ○テーマ　京都の未来に向けた、新たなチャレンジとは
第３回　全体セッション　R1.1.11（土）　22名
　○テーマ　課題解決に進む、新たな切り口を考える
全３回のセッションを終え、現在、６つのプロジェクトが進行中。

Ｒ２．２．２９（土）には活動報告会・交流会を予定。

○～ひとごとではなく、「自分ごと」、「みんなごと」として市民・行
政が協働！～
“みんなごと”のまちづくり推進事業
取組提案数合計392件
〇～“みんなごと”のまちづくり推進事業「つながり促進プログラ
ム」～「X Cross Sector Kyoto（クロスセクター京都）」
企業、ＮＰＯ、市民団体、大学、行政等、あらゆるセクターから参
加を得て、社会課題・地域課題を共有し、新たな行動を生み出
していくため、ワークショップ等の手法を活用した実践型のオン
ラインセッション（小グループに分かれての対話）等を行い、社
会課題・地域課題の解決に向けた取組を実施した。

第１回　全体セッション　R2.9.9（水）　33名
　○テーマ　共創の実現に向けた思考法とは
第２回　全体セッション　R2.9.16（水）　28名
　○テーマ　先進的な事例/取り組むテーマの共有
第３回　全体セッション　R2.9.23（水）　27名
　○テーマ　プログラムを通じて実現したいことは？
第4回　全体セッション　R2.9.30（水）　25名
　○テーマ　取り組むテーマとチームづくり
第5回　全体セッション　R2.10.21（水）　19名
　○テーマ　提案再考のためのリサーチとは
第6回　全体セッション　R2.11.4（水）　23名
　○テーマ　アドバイザーによるフィードバック
第7回　全体セッション　R2.11.18（水）　24名
　○テーマ　ビジネス・事業化に向けた視点とは
第8回　全体セッション　R2.12.2（水）　26名
　○テーマ　多様なレビュアーによるフィードバック
全8回のオンラインセッションを終え、5つのプロジェクトが始動。

Ｒ3.2.27（土）には、５つのプロジェクトチームの活動報告及び新
たにオンラインを活かして実践を続けてきたゲストをお招きした
交流会を実施した。



現行「京・地域福祉推進指針」の進捗状況

重点目標２　行政・支援関係機関等による分野横断的な支援体制の強化

推進項目３　困難な課題を受け止め、円滑に支援につなぐ行政機関等の体制の充実

対応が困難な課題を、しっかりと行政・関係機関が受け止め、円滑に支援につなぐ体制の充実を図る。

取組
項目

項目名 取組内容（概要） 令和元年度取組実績 令和２年度取組実績 令和３年度取組実績 令和４年度取組実績 令和５年度取組状況（予定） 担当局等

　各区役所・支所の子どもはぐくみ室で運営する、
複数の機関で支援を行うためのネットワークであ
る要保護児童対策地域協議会においては、実務
者会議（開催回数５５回：令和２年１月末時点）に
教育委員会指導部生徒指導課指導主事が新た
に参加するとともに、より深い協議を行うよう運営
を行っている。また、課題や困りを抱えた家庭に
対し、各区役所・支所子どもはぐくみ室の学区担
当が家庭訪問や地域に出向き、他課と連携をし
ながら課題解決に向けた支援を行っている。

子どもはぐくみ室、児童相談所及び教育委員会指導部生
徒指導課指導主事が参画する、各区役所・支所要保護
児童対策地域協議会の実務者会議（開催回数６９回（予
定））において、支援対象者について協議を行い、課題解
決に向けて取り組んでいる。
　加えて、京都市要保護児童対策地域協議会に、新たに
「京都少年鑑別所」「教育委員会指導部学校指導課」が
構成員として参画し、より幅広い関係機関での連携強化
を図った。
　さらに、課題や困りを抱えた家庭に対し、各区役所・支
所子どもはぐくみ室の学区担当が家庭訪問や地域に出
向き、他課と連携をしながら課題解決に向けた支援を
行っている。

　これまでから、各区役所・支所要保護児童対策地域協議
会実務者会議には、子どもはぐくみ室、児童相談所及び教
育委員会指導部生徒指導課指導主事が参画していたが、
令和３年度からは新たに京都府警察が順次参画し、関係
機関のさらなる連携強化を図っている。令和３年度におけ
る開催回数は６９回（実績）であり、支援対象者の課題解決
に向けて取り組んだ。
　さらに、課題や困りを抱えた家庭に対し、各区役所・支所
子どもはぐくみ室の学区担当が家庭訪問や地域に出向き、
他課と連携をしながら課題解決に向けた支援を行った。

これまでから、各区役所・支所要保護児童対策地域
協議会実務者会議には、子どもはぐくみ室、児童相
談所及び教育委員会指導部生徒指導課指導主事
が参画していたが、令和３年度からは新たに京都府
警察が順次参画し、関係機関のさらなる連携強化を
図っている。令和４年度における開催回数は６８回
（実績）であり、支援対象者の課題解決に向けて取
り組んだ。
　さらに、課題や困りを抱えた家庭に対し、各区役
所・支所子どもはぐくみ室の学区担当が家庭訪問や
地域に出向き、他課と連携をしながら課題解決に向
けた支援を行った。

各区役所・支所の子ども
はぐくみ室において、引き
続き要保護児童対策協
議会調整機関としての役
割を担うとともに、他課と
連携し支援を行っていく。

子ども若者
はぐくみ局

地域でキャッチしたものの、対応が困難な課題について、行政・支援関係機関が連携し、それぞれ持つ強みや機能を十分に発揮し合い、適切な支援に結び付ける分野横断的な支援体制の強化を図る。

①

　　孤独・孤立で不安や困難・課題等を抱える女性を対象と
した事業

・　相談事業の実施
　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、生活や仕事な
どが大きな影響を受け、孤独・孤立で不安や困難・課題等
を抱える女性を対象とした相談窓口を、「京都市男女共同
参画センター」において、新たに設置している。（受付総件
数１５０件）

・　居場所づくりの実施
　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、生活や仕事な
どが大きな影響を受け、孤独・孤立で不安や困難・課題等
を抱える女性を対象とした居場所づくり事業（ピアサポート）
を実施している。参加者、ピアサポーター及びファシリテー
ターとの対話を通じたワークショップ形式等で実施し、参加
者が相互に支え合い、社会とのつながりを回復するための
場としている。（開催回数４回）

・　生理用品（相談窓口案内チラシ付き）の配備
　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、生活や仕事な
どが大きな影響を受け、孤独・孤立で不安や困難・課題等
を抱える女性、とりわけ、さまざまな事情で生理用品を購入
できない方を対象に、ＮＰＯ法人、社会福祉法人、京都市社
会福祉協議会、学校等において、相談支援等につなげるた
めのきっかけとして、相談窓口案内チラシ付の生理用品の
提供を行っている。

孤独・孤立で不安や困難・課題等を抱える女性を対
象とした事業

・　相談事業の実施
　令和３年度に構築したNPO法人等のプラットフォー
ムを活用し、引き続き、「京都市男女共同参画セン
ター」において、孤独・孤立で不安や困難・課題等を
抱える女性を対象とした相談窓口を運営する。（受
付件数総２３３件）

・　居場所づくりの実施
　令和３年度に構築したNPO法人等のプラットフォー
ムを活用し、ひとり親家庭支援や若年女性を支援し
ているそれぞれの団体の強みをいかし、女性が
日々の悩みを語り合える居場所をつくるなど、対象
者に即して事業を実施する。（開催回数５回）

・　就業支援の実施
　様々な課題・困難を抱える女性に寄り添い、自立
支援や既存の就業支援事業へつなぐとともに、就業
意欲の向上に資する講座等を実施する。（全５回の
連続講座を２コース開講）（総参加者数３９名）

・　相談事業の実施
　「京都市男女共同参画
センター」において、孤
独・孤立や困難・課題等
を抱える女性を対象とし
た相談窓口を運営する。
（６月末時点受付件数４１
件）

・　居場所づくりの実施
　これまでに構築した女
性支援を行う団体等との
つながりを活用し、それ
ぞれの団体の強みをい
かし、女性が日々の悩み
を語り合える居場所をつ
くるなど、対象者に即して
事業を実施する。（全５回
予定）

・　就業支援の実施
　孤独・孤立や困難・課題
等を抱える女性が自立生
活を行い、就業する意欲
の向上に資する講座等を
開催するとともに、既存
の女性の就業支援につ
なぐ取組を実施する。（全
３回予定）

行政・関係
機関等が支
援調整を行
う体制の強

化

地域でキャッチし、地域だけ
では対応が困難な複合的な課
題について、保健福祉セン
ター、関係機関等がしっかり
と受け止め、それぞれが持つ
強みや機能を十分に発揮し合
い、適切な支援に結びつける
分野横断的な支援体制を強化
する。
体制の強化にあたっては、個
別の施策だけでは対応が困難
な課題に対し、保健福祉セン
ターをはじめ、関係部署及び
関係機関等が連携し、支援を
行うことで、課題を抱えた
方々の早期発見と支援の早期
提供につなげ、抱えた課題が
深刻化する前に解決が図られ
ることを目指す。

文化市民局

・ひきこもり支援
　引き続き、本人だけでな
く家族も含めて、複数の
施策や制度、社会資源を
組み合わせた包括的な
支援を行うとともに、ひき
こもり支援に係るネット
ワークの構築に取り組
む。

保健福祉局

― ―

ひきこもりや８０５０問題等、地域住民が抱える福
祉的な課題が多様化・複雑化している中、本市で
は、これまで年齢によって分かれていたひきこも
りの相談窓口を、来年度一元化するため、令和
元年１０月に京都市社会福祉審議会に「ひきこも
り支援の在り方検討専門分科会」を設置し、本市
のひきこもりを取り巻く本市の現状や在るべく支
援策等について検討を行った。

・ひきこもり支援
　複数の施策や制度、社会資源を組み合わせた包括的な
支援を行うとともに、ひきこもり支援に係るネットワークの構
築に取り組んでいる。
　さらに、令和３年度には、状況や背景が様々である当事
者やその家族に対し、それぞれの状況等に応じた社会参
加の場を確保することを目的に、「京都市ひきこもり支援事
業補助金」を創設した。

【京都市ひきこもり支援事業補助金実績】
　・令和３年度申請件数　８件

・ひきこもり支援
　引き続き、複数の施策や制度、社会資源を組み合
わせた包括的な支援を行うとともに、ひきこもり支援
に係るネットワークの構築に取り組んだ。
　また、ひきこもり相談窓口について、より相談しや
すくなるよう、プライバシーに配慮した相談ブースの
増設など、機能面の強化を図るため、相談窓口の
移転を行った。
　さらに、家族の相談ニーズは高く、本人につながる
まで、家族支援を長期にわたって継続するケースも
少なくないことから、本人にとって最も身近な支援者
である家族を支えるための取組として、家族向け研
修会及び交流会を実施した（令和４年度開催回数：
２回）。

ひきこもり支援
　令和元年１０月に京都市社会福祉審議会に設置された
「ひきこもり支援の在り方専門分科会」での５回にわたる
御議論の成果を、京都市社会福祉審議会において「京
都市におけるひきこもり支援の在り方について（意見具
申）」として取りまとめられ、令和２年８月に提出された。
　意見具申の内容も踏まえ、複数の施策や制度、社会資
源を組み合わせた包括的な支援を行うため、８月１日付
けで、支援の調整役を担う「寄り添い支援係長」を全区役
所・支所保健福祉センターに各１名、計１４名配置し、体
制強化を図った。
　また、令和２年９月１日付けで、これまで年齢や施策に
よって分かれていた相談窓口を一つにまとめて明確化
し、支援の中核機関となる保健福祉センターと合わせて
「ひきこもり地域支援センター」として位置付けるととも
に、新たに、支援方針や支援の役割分担を組織的に決
定する「支援調整会議」の開催や、伴走型支援を行う「よ
りそい支援員」の配置など、ひきこもり支援の再構築を
行った。

【「よりそい・つなぐ」相談窓口（京都市ひきこもり相談窓
口）相談実績（令和２年１２月末時点）】　１８７件



取組
項目

項目名 取組内容（概要） 令和元年度取組実績 令和２年度取組実績 令和３年度取組実績 令和４年度取組実績 令和５年度取組状況（予定） 担当局等

〇地域あんしん支援員設置事業
　地域あんしん支援員が地域や関係機関との連
携のもと、支援対象者の生活課題の改善に取り
組み、令和元年１２月末時点で２００世帯に対し
支援を実施。うち、１１０世帯は、世帯の抱える課
題を解決し、関係機関や地域による支援・見守り
に移行している。
（30年度末支援世帯数180世帯→令和元年度末
時点213世帯）

〇地域あんしん支援員設置事業
　複合的な複合的な課題を抱える世帯への支援を強化
するため、令和２年６月に、あんしん支援員を２名増員
し、計１４名を全区役所・支所単位に配置し、当該事業の
実施体制等の充実を図った。
地域あんしん支援員が地域や関係機関との連携のもと、
支援対象者の生活課題の改善に取り組み、令和２年度
末時点で、２４２世帯に対し支援を実施。

〇地域あんしん支援員設置事業
地域あんしん支援員が地域や関係機関との連携のもと、支
援対象者の生活課題の改善に取り組み、令和３年度末時
点で、２７７世帯に対し支援を実施。

〇地域あんしん支援員設置事業
地域あんしん支援員が地域や関係機関との連携の
もと、支援対象者の生活課題の改善に取り組み、令
和５年度末時点で、３０４世帯に対し支援を実施。

引き続き、地域あんしん
支援員が地域や関係機
関との連携のもと、支援
対象者の生活課題の改
善に取り組む。

保健福祉局

ひきこもりや８０５０問題等、地域住民が抱える福
祉的な課題が多様化・複雑化している中、本市で
は、これまで年齢によって分かれていたひきこも
りの相談窓口を、来年度一元化するため、令和
元年１０月に京都市社会福祉審議会に「ひきこも
り支援の在り方検討専門分科会」を設置し、本市
のひきこもりを取り巻く本市の現状や在るべく支
援策等について検討を行った。（再掲）

地域におけ
る多様な課
題に対応す
る事業の充

実

② 〇地域あんしん支援員設置事
業、不良な生活環境対策条
例、ひきこもり支援等の取組
の推進
これまで本市が地域住民や関
係機関・団体等との連携のも
と、進めてきた分野横断的な
取組を引き続き推進し、支援
が必要な方に対し、的確に支
援の手が差し伸べられるよ
う、取組を進めていく。

・地域あんしん支援員設置事
業
社会的孤立等の状態にあり、
制度の狭間や支援の拒否と
いった、福祉的な支援が必要
であるにも関わらず、支援に
つながっていない方等に対し
て、「地域あんしん支援員」
が継続して寄り添いながら、
地域や関係機関等と連携・協
働し、適切な支援に結びつけ
る。
・いわゆる「ごみ屋敷」の問
題への対応
「京都市不良な生活環境を解
消するための支援及び措置に
関する条例（不良な生活環境
対策条例）」（平成２６年１
１月施行）に基づき、各区役
所・支所に設置された対策事
務局が地域や関係機関・団体
等と連携した取組を進める。
・ひきこもり支援
「ひきこもり」等の課題を抱
える世帯への支援にあたって
は、分野を超えた総合的な支
援を展開するため、「ひきこ
もり地域支援センター」「保
健福祉センター」をはじめと
した関係機関が相互に緊密な
連携を図り地域との協働する
ことで、当事者や御家族に寄
り添った切れ目のないひきこ
もり支援に取り組む。

・ひきこもり支援
　複数の施策や制度、社会資源を組み合わせた包括的な
支援を行うとともに、ひきこもり支援に係るネットワークの構
築に取り組んでいる。
　さらに、令和３年度には、状況や背景が様々である当事
者やその家族に対し、それぞれの状況等に応じた社会参
加の場を確保することを目的に、「京都市ひきこもり支援事
業補助金」を創設した。

【京都市ひきこもり支援事業補助金実績】
　・令和３年度申請件数　８件

・ひきこもり支援
　引き続き、複数の施策や制度、社会資源を組み合
わせた包括的な支援を行うとともに、ひきこもり支援
に係るネットワークの構築に取り組んだ。
　また、ひきこもり相談窓口について、より相談しや
すくなるよう、プライバシーに配慮した相談ブースの
増設など、機能面の強化を図るため、相談窓口の
移転を行った。
　さらに、家族の相談ニーズは高く、本人につながる
まで、家族支援を長期にわたって継続するケースも
少なくないことから、本人にとって最も身近な支援者
である家族を支えるための取組として、家族向け研
修会及び交流会を実施した（令和4年度開催回数：2
回）。

・ひきこもり支援
　引き続き、本人だけでな
く家族も含めて、複数の
施策や制度、社会資源を
組み合わせた包括的な
支援を行うとともに、ひき
こもり支援に係るネット
ワークの構築に取り組
む。

保健福祉局

　引き続き、条例の基本
方針に基づき、支援を基
本とした不良な生活環境
の解消を図りつつ、地域
住民の安心・安全を確保
してくため、必要な対応を
行う。

〇ひきこもり支援
 ニート、ひきこもり、不登校等に対する支援情報
を集約化した子ども・若者総合相談窓口を設置
し、社会生活を営むうえで困難を有する３９歳以
下の子ども・若者の社会参加に向けた悩みや相
談に対応し、相談内容に応じて、適切な支援機関
の紹介、情報提供及び助言を行っている。
　また、子ども・若者支援地域協議会の支援の主
導的な役割を担う指定支援機関である京都市
ユースサービス協会に設置した支援コーディネー
ターが、複数の関係機関による連携した支援が
必要な子ども・若者、継続した支援や見守りが必
要な子ども・若者等に対して、地域協議会の構成
機関等と連携の下、ひとりひとりの状況に応じて、
寄り添い型・見守り型支援を実施している。
【総合相談窓口】相談件数５０９件（うち、ひきこも
り１８２件）
【指定支援機関】支援件数９０件（うち、ひきこもり
５９件）

〇いわゆる「ごみ屋敷」の問題への対応
　地域の実情に通じる各区役所・支所に設置して
いる対策事務局が取組の要となって、条例を所
管する保健福祉局はもとより関係部署や関係機
関、地域の自治組織が連携して、人に寄り添った
支援を基本として取組を進めている。
　令和２年３月末時点で、「ごみ屋敷」として通報
等のあった３４９世帯のうち３４０世帯は調査が完
了しており、２５１世帯について不良な生活環境
（いわゆる「ごみ屋敷」状態）と判定した。このうち
２１３世帯については不良な生活環境が解消する
に至った。
　残る３８世帯については、今後も調査や支援な
ど、必要な関わりを継続していく。
（不良な生活環境を解消した数　30年度末支援世
帯数196世帯→令和元年度末時点213世帯）

〇いわゆる「ごみ屋敷」の問題への対応
　地域の実情に通じる各区役所・支所に設置している対
策事務局が取組の要となって、条例を所管する保健福祉
局はもとより関係部署や関係機関、地域の自治組織が
連携して、人に寄り添った支援を基本として取組を進め
ている。
　令和３年３月末時点で、「ごみ屋敷」として通報等のあっ
た３９３世帯のうち３７５世帯は状況把握が完了しており、
２７２世帯について不良な生活環境（いわゆる「ごみ屋
敷」状態）と判定した。このうち２３９世帯については不良
な生活環境が解消するに至った。
　残る３３世帯については、今後も状況把握の調査や不
良な生活環境の解消支援など、必要な関わりを継続して
いく。
（不良な生活環境を解消した数　令和元年度末213世帯
→令和２年度末時点239世帯）

〇いわゆる「ごみ屋敷」の問題への対応
　地域の実情に通じる各区役所・支所に設置している対策
事務局が取組の要となって、条例を所管する保健福祉局は
もとより関係部署や関係機関、地域の自治組織が連携し
て、人に寄り添った支援を基本として取組を進めた。
　令和４年３月末時点で、「ごみ屋敷」として通報等のあった
４２６世帯のうち４０１世帯は状況把握が完了しており、２８８
世帯について不良な生活環境（いわゆる「ごみ屋敷」状態）
と判定した。このうち２５８世帯については不良な生活環境
が解消するに至った。
　残る３０世帯については、今後も状況把握の調査や不良
な生活環境の解消支援など、必要な関わりを継続していく
こととした。
（不良な生活環境を解消した数　令和２年度末239世帯→
令和３年度末時点258世帯）

〇いわゆる「ごみ屋敷」の問題への対応
　引き続き、地域の実情に通じる各区役所・支所に
設置している対策事務局が取組の要となって、条例
を所管する保健福祉局はもとより関係部署や関係
機関、地域の自治組織が連携して、人に寄り添った
支援を基本として取組を進めている。
　令和５年３月末時点で、「ごみ屋敷」として通報等
のあった４４７世帯のうち４３０世帯は状況把握が完
了しており、３０４世帯について不良な生活環境（い
わゆる「ごみ屋敷」状態）と判定した。このうち２７４
世帯については不良な生活環境が解消するに至っ
た。
　残る３０世帯については、今後も状況把握の調査
や不良な生活環境の解消支援など、必要な関わり
を継続していく。
（不良な生活環境を解消した数　令和３年度末258
世帯→令和４年度末時点274世帯）

・ひきこもり支援
令和２年９月１日付けで行った再構築後のひきこもり支
援体制の下、包括的な寄り添い支援を行った。

【「よりそい・つなぐ」相談窓口（京都市ひきこもり相談窓
口）相談実績（令和２年１２月末時点）】　１８７件

保健福祉局



取組
項目

項目名 取組内容（概要） 令和元年度取組実績 令和２年度取組実績 令和３年度取組実績 令和４年度取組実績 令和５年度取組状況（予定） 担当局等

引き続きモデル事業として若年女性等への寄り添い支援
に取り組むと共に、京都の文化力をいかした居場所づく
り等も実施した。
モデル事業の検証結果、「京都市再犯防止推進会議」か
らの意見を踏まえ検討を進め、パブリックコメントを実施
したうえで、「京都市再犯防止推進計画（仮称）」を策定す
る。

令和２年度は、建設予定地内の建物(地上）部分等の解
体を実施する。

令和３年度は、建設予定地内の土壌汚染対策工事、建物
（地下部）解体工事を実施した。
また、新築工事を令和４年１月から開始した（竣工予定令和
５年度）。

令和４年度は、令和４年１月から着工した新築工事
について、予定通り工事を進めた。
なお、令和４年９月市会において、新築工事に係る
賃金及び材料価格の著しい上昇を理由として、契約
変更を行った。

令和５年度は、引き続き
新築工事を実施し、令和
５年１０月竣工を予定して
いる。
令和５年１２月から段階
的に移転し、令和６年１
月に移転の完了を予定し
ている。

・平成３１年４月から基本設計を開始し、設計に係
る市民向けワークショップを７月と８月の計２回実
施した。また、7月から８月にかけて建設予定地内
の地質調査（ボーリング調査）を実施した。１１月
末日をもって閉鎖した衛生環境研究所敷地内（建
設予定地）の地歴調査を開始した。

○児童虐待対策の機能強化事業
　 全ての子どもを児童虐待から守るため、児童
相談所及び区役所・支所子どもはぐくみ室の取組
や強みを生かすとともに、支援の充実を図ってい
る。また、児童家庭相談システムの活用による適
切な進捗管理及び迅速な情報連携、要保護児童
対策調整機関調整担当者研修の実施による専
門性の向上を図る。

・児童相談所から子どもはぐくみ室への送致実績
（令和２年１月末時点）
　１９６世帯
・児童相談所と子どもはぐくみ室における情報共
有システム（児童家庭相談システム）を開発、導
入

○児童虐待対策の機能強化事業
　 全ての子どもを児童虐待から守るため、各種研修の実
施による専門性の向上や、児童相談所及び区役所・支
所子どもはぐくみ室の取組や強みを生かした支援の充実
を図った。また、児童相談所と各区役所・支所子どもはぐ
くみ室が必要な情報を共有するための児童家庭相談シ
ステムを活用した情報の共有及び管理を行った。

・児童相談所から子どもはぐくみ室への送致実績（令和２
年度(令和２年１１月末時点)）
　１８７世帯

保健福祉局

〇再犯防止対策の推進
犯罪をした者等が、地域社会
において孤立することなく、
市民と地域の理解と協力を得
て、再び社会を構成する一員
として円滑に復帰することが
できるよう、「地域再犯防止
推進モデル事業」による取組
を推進し、犯罪をした者等の
特徴や抱える課題、必要とさ
れる支援等を把握する実態調
査を通じて、生活・就労等の
モデル支援を実施するほか、
「京都市版再犯防止推進計
画」の策定に取り組むこと
で、ＳＤＧｓの理念にも掲げ
られている「誰一人取り残さ
ない」社会の実現につなげて
いく。

令和５年度も、令和４年
度に引き続き、重点推進
施策を中心に取り組みを

実施予定。
「４　再犯防止・更生支援
に関する啓発」について
は、新たに再犯防止に関
する啓発冊子の制作を行
うとともに、制作した冊子
の周知活動や、京都ＢＢ
Ｓ連盟と連携した再犯防
止に係る啓発パネルの

制作等を行う。

京都市再犯防止推進計画に基づき、罪を償い社会の一員
として再出発しようとする人を、住居・就労の確保に向けた
支援や保健医療・福祉サービスの利用につなぐ等、再犯防
止の取組を総合的かつ計画的に推進した。
　主な取組は、以下のとおり。
①刑事司法関係機関等との連携による切れ目のない支援
の推進
　刑事司法関係機関等をサポートする更生支援相談員の
設置（令和３年４月）の他、刑事司法関係機関、地域福祉関
係機関、本市関係課等のノウハウ向上や顔の見える関係
づくりのための研修会（２回）を開催
②ハンドブック「つなぐ つながる」を活用した相談・支援機
関につながりやすい環境整備
　ハンドブック「つなぐつながる」のリニューアル（令和４年３
月）、配布先の拡大（令和４年４月以降）
③民間団体への支援を通じた生きづらさを抱える若年者の
居場所づくりの推進
　補助制度を創設（令和３年６月）し、令和３年度は２団体に
補助金交付決定
④再犯防止・更生支援に関する理解促進に向けた市民・事
業者等への啓発
　広報誌やＳＮＳ等を活用した発信の他、パネル展、企業向
け講座等を開催。
⑤京都の文化力をいかした矯正施設入所者等に対する更
生意欲等の喚起
　京都少年鑑別所において、在所する少年を対象とした伝
統産業の制作体験（和蝋燭の絵付け、３回）を実施。

令和３年度に引き続き、京都市再犯防止推進計画
に掲げる重点推進施策を中心に、再犯防止の取組

を総合的かつ計画的に推進した。
　①刑事司法関係機関等をサポートする更生支援

相談員を引き続き配置し、刑事司法関係機関、地域
福祉関係機関、本市関係課等のノウハウ向上や顔
の見える関係づくりのための研修会（２回）を開催。
　②ハンドブック「つなぐ つながる」を起訴猶予者

等、矯正施設への入所に至らない段階にも拡大して
配布。

　③民間団体への支援を通じた生きづらさを抱える
若年者の居場所づくりを推進するため、令和３年度
に創設した補助制度において、令和４年度も２団体

に補助金交付決定（７月）
　④再犯防止・更生支援に関する理解促進に向け
て、広報誌やＳＮＳ等を活用した発信の他、パネル
展、本市職員のラジオ出演により啓発活動を開催。
⑤京都の文化力をいかした矯正施設入所者等に対
する更生意欲等の喚起等を目的に、京都少年鑑別
所、更生保護施設・白光荘において、在所者を対象
とした伝統産業の制作体験（和蝋燭の絵付け、西陣
織しおり作り、清水焼絵付け体験、漆塗り絵付け体

験、計７回）を実施。

〇課題や困りを抱える子ども
や子育て家庭への寄り添い支
援の充実
児童虐待や障害のある子ども
等、支援が必要な子どもや家
庭に対しては、児童相談所や
発達相談所等において、一時
保護や心理検査等の専門的対
応を行う。
また、区役所・支所子どもは
ぐくみ室をはじめ、身近な地
域においても、子育て中の親
が一人で悩まずに気軽に相談
できることや、関係機関や団
体が課題を共有し適切な見守
り等を進めることも重要であ
るため、児童虐待に係る相談
等が増え続ける中、「子ども
の安全の確保及び虐待を受け
た子どもへの支援」と「課題
や困りを抱えた家庭への寄り
添い支援」を、より一層充実
し、全ての子どもが心身とも
に健やかに成長できるよう取
り組んでいく。

○児童虐待対策の機能強化事業
　 全ての子どもを児童虐待から守るため、各種研修の実施
による専門性の向上や、児童相談所及び区役所・支所子ど
もはぐくみ室の取組や強みを生かした支援の充実を図っ
た。また、児童相談所と各区役所・支所子どもはぐくみ室が
必要な情報を共有するための児童家庭相談システムを活
用した情報の共有及び管理を行った。

・児童相談所から子どもはぐくみ室への送致実績（令和３年
度）
　２４１世帯

○児童虐待対策の機能強化事業
　 全ての子どもを児童虐待から守るため、各種研修
の実施による専門性の向上や、児童相談所及び区
役所・支所子どもはぐくみ室の取組や強みを生かし
た支援の充実を図った。また、児童相談所と各区役
所・支所子どもはぐくみ室が必要な情報を共有する
ための児童家庭相談システムを活用した情報の共
有及び管理を行った。

・児童相談所から子どもはぐくみ室への送致実績
（令和４年度）
　１５６世帯

①モデル事業として、支援が必要な若年女性等
について支援計画を作成し、具体的な生活・就労
等の寄り添い支援を実施した。
　また、犯罪をした人等が刑務所等の出所後に、
困難や悩みを抱えた際に相談できる窓口や支援
機関等を紹介したハンドブックを作成し、京都刑
務所や京都市域における保護観察の現場等にお
いて配布・紹介する取組を実施した。
②「京都市再犯防止推進計画（仮称）」の策定に
当たり、幅広い意見を反映するため、刑事司法関
係機関及び再犯防止支援等を行う民間団体等で
構成する「京都市再犯防止推進会議」を設置・開
催し、計画に盛り込む項目等について検討を行っ
た。

引き続き、児童相談所及
び区役所・支所子どもは
ぐくみ室の取組や強みを
生かすとともに、支援の
充実を図る。また、児童
家庭相談システムを活用
し、円滑な情報共有及び
的確な進捗管理を行う。

子ども若者
はぐくみ局

〇地域リハビリテーション推
進センター、こころの健康増
進センター及び児童福祉セン
ターの３施設一体化整備によ
る全市的な相談支援体制の充
実
　地域リハビリテーション推
進センター、こころの健康増
進センター、児童福祉セン
ターの３施設を一体化し、専
門的中核機関として、市民に
身近な相談機関である区役
所・支所（保健福祉セン
ター）への専門的観点からの
バックアップ、地域の障害福
祉サービス事業所等に対する
支援力向上のサポートを行う
とともに、障害保健福祉や児
童福祉に関わる関係機関等と
の連携の役割を担うことによ
り、全市的な相談支援体制の
充実を図る。

保健福祉局



取組
項目

項目名 取組内容（概要） 令和元年度取組実績 令和２年度取組実績 令和３年度取組実績 令和４年度取組実績 令和５年度取組状況（予定） 担当局等

高齢者虐待防止については、地域住民や連携機
関に対し、高齢者虐待防止に関する啓発・研修を
実施し、行政や地域包括支援センター等を含む
関係機関とともに虐待の予防や早期発見に努め
ている。
○研修会　8回（令和2年3月末時点）

高齢者虐待においては、引き続き地域住民や関係機関
へ虐待に関する正しい理解の普及活動を更に推進し、関
係機関とともに虐待の未然防止や早期発見につなげ、速
やかかつ的確に対応している。
○研修会　3回（令和3年3月末時点）

高齢者虐待においては、引き続き地域住民や関係機関へ
虐待に関する正しい理解の普及活動を更に推進し、関係機
関とともに虐待の未然防止や早期発見につなげ、速やかか
つ的確に対応している。
○研修会　8回(令和4年3月末時点)

高齢者虐待においては、引き続き地域住民や関係
機関へ虐待に関する正しい理解の普及活動を更に
推進し、関係機関とともに虐待の未然防止や早期
発見につなげ、速やかかつ的確に対応している。
○研修会　8回（令和5年3月末時点）

高齢者虐待においては、
引き続き地域住民や関係
機関へ虐待に関する正し
い理解の普及活動を更
に推進し、関係機関とと
もに虐待の未然防止や
早期発見につなげ、速や
かかつ的確に対応してい
く。
〇研修会　2回（令和5年6
月末時点）

保健福祉局

日常生活自立支援事業は、契約件数の増加に対
応するため、各区社会福祉協議会に配置する専
門員を利用者35人に対し1人となるよう予算措置
を行い補助金を交付している。
〇契約件数　830件（令和2年3月末時点）

日常生活自立支援事業は、引き続き契約件数の増加に
対応できるよう、各区社会福祉協議会に配置する専門員
を利用者35人に対し1人となるよう補助金を交付してい
る。
○契約件数　865件（令和3年3月末時点）

日常生活自立支援事業は、引き続き契約件数の増加等に
対応するため、各区社会福祉協議会に配置する専門員を
利用者35人に対し1人となるよう、補助金を交付している。
〇契約件数799件（令和4年3月末時点）

日常生活自立支援事業は、引き続き契約件数の増
加等に対応するため、各区社会福祉協議会に配置
する専門員を利用者35人に対し1人となるよう、補助
金を交付している。
〇契約件数　802件（令和5年3月末時点）

日常生活自立支援事業
は、引き続き契約件数の
増加等に対応するため、
各区社会福祉協議会に
配置する専門員を利用者
35人に対し1人となるよ
う、補助金を交付してい
く。

保健福祉局

・引き続き、仕事や生活にお困りの方からの相談に
ついて、関係機関と十分な連携を図りながら、就労
支援をはじめとする寄り添い型の支援を実施。
・なお、令和４年度については、生活福祉課に設置
している生活困窮者自立相談支援窓口への相談件
数は令和元年度と比べて増加していることから、相
談支援員として６名を配置した。
・更に、政府において、「コロナ禍における原油価
格・物価高騰等総合緊急対策」が決定されたことを
受け、生活福祉資金特例貸付の償還開始により、
今後生活にお困りの方からの相談の増加を見据
え、令和４年８月から相談支援員を１名増員し、７名
による相談支援体制を確保している。

・引き続き、仕事や生活
にお困りの方からの相談
について、関係機関と十
分な連携を図りながら、
就労支援をはじめとする
寄り添い型の支援を実施
する。
・なお、令和５年度につい
ては、生活福祉課に設置
している生活困窮者自立
相談支援窓口への相談
件数は令和元年度と比
べて増加していることか
ら、相談支援員として６名
を配置する。
・更に、令和５年７月から
相談支援員を１名増員
し、７名による相談支援
体制を確保している。

保健福祉局

〇生活困窮者自立支援事業の
充実
支援を必要とされる方を早期
に発見し、生活が立ちいかな
くなる前に支援を行うため、
保健福祉センターをはじめ、
税務、教育、就労、住宅等の
各部局はもとより、ハロー
ワーク、社会福祉協議会、ひ
きこもり地域支援センター、
地域若者サポートステーショ
ン、民生委員・児童委員等の
地域ネットワークとも十分に
連携し、本制度における支援
の対象となる生活困窮者を把
握し、支援を行う。

　専任の相談員が、仕事や生活にお困りの方か
らの相談を受け、どのような支援が必要かを相談
者と共に考え、具体的な支援プランを作成し、寄
り添いながら自立に向けた支援を実施。

・引き続き、仕事や生活にお困りの方からの相談について、
関係機関と十分な連携を図りながら、就労支援をはじめと
する寄り添い型の支援を実施。
・なお、令和３年度については、生活福祉資金特例貸付の
受付期間が終了することや住居確保給付金の相談・申請
件数が減少している一方、生活福祉課に設置している生活
困窮者自立相談支援窓口への相談件数は増加しているこ
とから、相談支援員として6名を配置した。

・引き続き、仕事や生活にお困りの方からの相談につい
て、関係機関と十分な連携を図りながら、就労支援をは
じめとする寄り添い型の支援を実施。
・なお、令和2年5月から新型コロナウイルス感染症の拡
大に伴う生活福祉資金（総合支援資金）の特例貸付や住
居確保給付金等の相談・申請等に対応するため、3名を
増員し、京都市社会福祉協議会の「新型コロナウイルス
感染症にかかる貸付・給付総合窓口」に配置することに
より、生活にお困りの方の相談にきめ細やかに対応して
いる。また、令和2年8月からはさらに相談支援員2名を増
員し、相談体制の充実を図っている。

【障害者虐待】
　下記のとおり障害者虐待防止研修を開催し、虐待
の未然防止や早期発見の促進に努めた。
・窓口職員向け研修：令和4年8月10日・17日開催
受講者計42人
・施設等従事者向け研修：令和４年11月28日・30日
開催　受講者計127人
・市民向け研修：令和5年3月1日開催　現地受講者
計62人　オンライン受講者約40人

　行政機関及び障害者地域生活支援センターを含
む関係機関との連携により、通報時における事実確
認、相談援助、処遇検討に関する会議を下記の通
り行うとともに、家族関係の修復や不安解消に向け
た家庭訪問あるいは緊急一時保護等の措置など、
障害のある人への虐待に迅速かつ適切に対応でき
るよう支援体制の強化に努めた。
・障害者虐待防止検討部会の開催（計３回）
　令和4年7月6日、9月9日、令和5年1月24日

【障害者虐待】
・引き続き、研修の開催
等により、虐待の未然防
止や早期発見の促進に
努める。
・引き続き、行政機関及
び障害者地域生活支援
センターを含む関係機関
との連携により、通報時
における事実確認、相談
援助、処遇検討に関する
会議を行うとともに、家族
関係の修復や不安解消
に向けた家庭訪問あるい
は緊急一時保護等の措
置など、障害のある人へ
の虐待に迅速かつ適切
に対応できるよう支援体
制の強化に努める。

保健福祉局

【障害者虐待】
・地域住民や関係機関、施設職員等を対象とした
研修の開催等により、虐待の未然防止や早期発
見の促進に努めた。
・行政機関及び障害者地域生活支援センターを
含む関係機関との連携により、通報時における
事実確認、相談援助、処遇検討に関する会議を
行うとともに、家族関係の修復や不安解消に向け
た家庭訪問あるいは緊急一時保護等の措置な
ど、障害のある人への虐待に迅速かつ適切に対
応できるよう支援体制の強化に努めた。

【障害者虐待】
　下記の通り障害者虐待防止研修を開催し、虐待の未然防
止や早期発見の促進に努めた。
・窓口職員向け研修：令和3年8月11日・18日　受講者計38
人
・施設等従事者向け研修：令和3年11月24日・12月8日　受
講者計127人
・市民向け研修：令和4年2月14日から動画配信

　行政機関及び障害者地域生活支援センターを含む関係
機関との連携により、通報時における事実確認、相談援
助、処遇検討に関する会議を下記の通り行うとともに、家族
関係の修復や不安解消に向けた家庭訪問あるいは緊急一
時保護等の措置など、障害のある人への虐待に迅速かつ
適切に対応できるよう支援体制の強化に努めた。
・障害者虐待防止検討部会の開催（計３回）
　令和3年6月21日、10月25日、令和4年2月2日

【障害者虐待】
・引き続き、研修の開催等により、虐待の未然防止や早
期発見の促進に努めるとともに、行政機関及び障害者地
域生活支援センターを含む関係機関との連携により、障
害のある人への虐待に迅速かつ適切に対応できるよう
支援体制の強化に努める。

〇権利擁護支援体制の充実
認知症や障害等により、契約
行為等を行う際に支援が必要
な方が、日常生活に支障や不
利益が生じることがないよ
う、地域で生活するうえで必
要な福祉サービスの利用援助
や日常的金銭管理等を行う日
常生活自立支援事業につい
て、事業を実施する市社会福
祉協議会・区社会福祉協議会
への支援や成年後見制度の利
用促進に向け、取組を進め
る。
また、高齢者虐待、障害者虐
待の防止に向けては、地域住
民や関係機関等に対して、虐
待に関する正しい知識の普及
等に取り組み、行政、関係機
関、地域が一体となって、虐
待の未然防止と早期発見につ
なげるとともに、通報後の迅
速な安全確保や適切な支援に
取り組んでいく。



取組
項目

項目名 取組内容（概要） 令和元年度取組実績 令和２年度取組実績 令和３年度取組実績 令和４年度取組実績 令和５年度取組状況（予定） 担当局等

―

「消費者安全確保地域協議会」の設置に向けて、高齢サ
ポートにおいて、社会福祉士等の専門職種で構成される
地域ケア会議に参画し、消費生活情報の提供や注意喚
起を行うとともに、高齢者等の取り巻く現状等について把
握することで、消費生活総合センターと高齢サポートとの
連携強化を図った。
〇7行政区3支所において参画（令和3年1月末時点）

　高齢者や障害者等の消費者被害を防止するために、地
域の様々な主体が相互に連携して見守り活動を行う「消費
者安全確保地域協議会」の設置に向けて、高齢サポートの
社会福祉士等の専門職種で構成される権利擁護ネット
ワーク会議に参画し、消費生活情報の提供や注意喚起を
行うとともに、高齢者等の取り巻く現状等について把握する
ことで、消費生活総合センターと高齢サポートとの連携強化
を図った。
〇7行政区3支所において参画

　「消費者安全確保地域協議会」の設置に向けて、
高齢サポートの社会福祉士等の専門職種で構成さ
れる権利擁護ネットワーク会議に参画し、消費生活
情報の提供や注意喚起、消費者安全確保地域協議
会についての研修を行うとともに、高齢者等を取り
巻く現状等について把握することで、消費生活総合
センターと高齢サポートとの連携強化を図った。
〇9行政区3支所において参画（令和5年3月末時
点）
※未参画の行政区（上京区、南区）についても、令
和5年度からの参画に向けた協議を行った。

　引き続き、各行政区に
おける権利擁護ネット
ワーク会議に参画し、消
費生活総合センターと高
齢サポートとの連携強化
を図るとともに、消費者安
全確保地域協議会の具
体的な体制を検討し、関
係機関との協議を進める
など、協議会の設置に向
けた取組を進める。

文化市民局

〇成年後見制度利用促進計画
認知症高齢者の増加等に伴
い、また、認知症高齢者及び
障害のある人の意思決定支援
の重要性が更に高まる中、判
断能力が不十分であっても、
人としての尊厳が損なわれる
ことなく、その人らしく暮ら
し続けていくことを支援する
成年後見制度は、今後益々重
要な役割を果たすと考えられ
る中、「成年後見制度の利用
の促進に関する法律」及び同
法に基づき国が策定した「成
年後見制度利用促進基本計
画」の内容等を踏まえ、成年
後見制度の更なる利用促進を
図る。

成年後見支援センターを中核機関として、成年後見制度に
係る相談、家庭裁判所への申立支援、市民後見人の養
成、制度の普及啓発、市長申立事務の一部、成年後見制
度利用促進協議会の開催（令和3年8月開催）、チームへの
専門職派遣事業を継続して実施した。
○成年後見制度に関する相談件数
　令和4年3月末時点1,890件
○市民後見人養成件数（修了者数）
　令和4年3 月末時点　14名

成年後見支援センターを中核機関として、成年後見
制度に係る相談、家庭裁判所への申立支援、市民
後見人の養成、制度の普及啓発、市長申立事務の
一部、成年後見制度利用促進協議会の開催（令和4
年8月・12月開催）、チームへの専門職派遣事業を
継続して実施している。
○成年後見制度に関する相談件数
　令和5年3月末時点　1,413件
○市民後見人養成件数（修了者数）
　令和5年3月末時点　22名

成年後見支援センターを
中核機関として、成年後
見制度に係る相談、家庭
裁判所への申立支援、市
民後見人の養成、制度の
普及啓発、市長申立事務
の一部、成年後見制度利
用促進協議会の開催、
チームへの専門職派遣
事業を継続して実施する
予定である。
また、令和5年4月から新
たに職員を2名配置し、日
常生活自立支援事業か
ら成年後見制度への移
行を支援するなど、総合
的な権利擁護の取組の
推進を図っていく。

保健福祉局

成年後見支援センターは24年度から設置され、
成年後見に係る相談、家庭裁判所への申立て支
援、市民後見人の養成、制度の普及啓発、市長
申立て事務の一部を行っている。令和元年度か
らは、成年後見制度の利用の促進に関する法律
に定められる中核機関に位置付け、新たに成年
後見制度利用促進協議会（元年11月開催）、チー
ムへの専門職派遣事業を開始した。
○成年後見に関する相談件数
 　令和2年3月末時点　1,343件
○市民後見人養成件数（修了者数）
　令和2年3月末時点　14名

成年後見支援センターは中核機関として、成年後見に係
る相談、家庭裁判所への申立て支援、市民後見人の養
成、制度の普及啓発、市長申立て事務の一部、成年後
見制度利用促進協議会の開催（令和2年12月開催）、
チームへの専門職派遣事業を継続して実施した。
○成年後見に関する相談件数
　令和3年3月末時点　1,227件
○市民後見人養成件数（修了者数）
　令和3年3月末時点　16名


